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第2次南砺市行政改革実施計画[第1期]（平成24年度～平成28年度)の実績について

１） 第2次行政改革実施計画８３改革事項の進捗状況

平成28
年度末

A 前進 64

B 現状維持 11

C 後退 6

D 未着手 2

83

※計画策定時（平成23年度）と比較したもの

２） 目標値を設定している３７指標の実績について

20％未満
20％以上
40％未満

40％以上
60％未満

60％以上
80％未満

80％以上
100％未満

100％以上 合計

15件 4件 5件 1件 2件 10件 37件

　全８３項目の改革事項の内、目標値を設定している２８項目に係る３７指標の実績は、民間委託に移行した市営バスの路線数、特定保健指導
の実施率、統合した保育園数、出前講座のメニュー増加数、財政指標の経常収支比率・実質公債費比率、職員の削減数、各種行政委員の女性
登用数などが目標値を達成しましたが、その数は10件（全体の２７％）にとどまり、その他の指標は目標値に届かない実績となりました。
　なお、次期計画（H29～H31）として、平成28年度にこの計画の見直し（改定）を行っております。改革項目を３年間の計画期間に実施すべき事項
に絞り込んだほか、指標内容の見直しや、全ての改革事項に指標・目標値を設定するなどの改善を行っており、今後は、四半期ごとの進捗確認
を行いながら、目標値の達成に向けて一層努めてまいります。

※達成率=(H28実績-H23実績）/（H28目標値-H23実績）

進捗状況

合計

達成率

平成28年度末

内訳（主な改革項目）

 19.母子・成人保健業務の連携と人的集約による機動力の強化　　　42.公債費の適正な管理
 22.保育園の統合と民営化の検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   56.定員適正化計画に基づく職員定数の適正化
 36.出前講座の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　80.市民団体活動の支援                            　 ほか
 41.経常的経費の削減

 46.庁有車両の見直し                                                           71.個人情報の適正管理
 63.連絡・調整体制の強化                                                     72.行政手続の適正化　     ほか
 70.市政情報提供の充実

 2.市内公共交通体系の連携強化                                            58.時間外勤務手当の削減
 38.ＩＣカードの普及と多目的利用の推進                                   61.職員研修計画に基づく研修の実施
 47.滞納対策強化による収納率の向上                                    78.NPO等の設立及び活動支援

 51.公共施設等の命名権（ネーミングライツ）の導入
 53.電子入札制度の導入

(13%)

( 7%)

(77%)

( 3%)

(27%)(5%)(3%)(13%)(11%)(41%)

(100%)

(100%)
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内訳：P.3～（第2次南砺市行政改革実施計画進捗状況調）

内訳：P.51～（第2次南砺市行政改革実施計画の指標について）



-2-



第 2次南砺市行政改革実施計画 
[第 1期] 計画期間：平成 24 年度～28 年度 

進 捗 状 況 調 

平成 28 年 9月 

南砺市行政改革推進本部 
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　　平成29年9月　　



第 2次南砺市行政改革実施計画の進捗状況調について 

 本市では、平成18年3月に「南砺市行政改革大綱」及び「南砺市行政改革実施計画」を策定し、事務事業の見直しや組織機構の改革、財政の健

全化、職員数の削減などを進めてきましたが、公共施設の再編・統廃合や第三セクターの経営改革など未だに解決されていない課題がいくつかあ

ります。 

 これまでの取り組みを検証し、課題を明確にしたうえで改革を継続していく必要があることから、行政改革推進の指針として「第 2次南砺市行政改

革大綱」を策定したところであり、「Ⅰ 将来へ持続可能な行政運営の推進【行政と民間の役割分担】」、「Ⅱ 健全な財政基盤の整備【足腰の強い

財政運営】」及び「Ⅲ 市民と共に取り組む市政の推進【市民が主体の行政】」を 3 つの重点目標に掲げています。 

 実施計画では、3つの重点項目の達成に向けた具体的な改革事項を定めており、平成 24年度から 28年度までの 5箇年を計画推進期間として、

ＰＤＣＡマネジメントサイクルの手法により毎年度の進捗管理を行いながら改革に取り組みます。 

○「取組内容」欄について 

    H28 までの取組を記載しました。（網掛け欄） 

○「指標・進捗管理項目」欄について 

 【指標（目標値）】…平成 28 年度までに達成を目指している目標値を記載しました。 

≪進捗管理項目（実績）≫…把握できる直近の実績値を記載しました。取組内容の進捗状況に関連した実績値を記載しました。 

＊＊＊ 目  次 ＊＊＊ 

Ⅰ 将来へ持続可能な行政運営の推進 【行政と民間の役割分担】 Ⅱ 健全な財政基盤の整備 【足腰の強い財政運営】 

（１）事務事業の見直し ……  １ （１）財政の健全化 …… ２５ 

（２）民間委託の推進 ……  ７ （２）定員管理と人件費の適正化 …… ３３ 

（３）行政組織機構の見直し …… １０ （３）人材育成の推進と多様な人材の確保 …… ３４ 

（４）外郭団体、財政援助団体等の見直し …… １５ Ⅲ 市民と共に取り組む市政の推進 【市民が主体の行政】 

（５）行政サービスの向上 …… １９ （１）公正の確保と透明性の向上 …… ３８ 

  （２）市民協働の市政の推進 …… ４２ 
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Ⅰ　将来へ持続可能な行政運営の推進　【行政と民間の役割分担】

（１）事務事業の見直し

①行政が実施する施策の選択や重点化

取組内容 実施年度 指標・進捗管理項目 統括部署

(H28年度までの取組み）

Ｈ23との比較

A:前進
B:現状維持
C:後退

D:未着手
[Ｈ27判定]

実績等（～H28年度）

 【指標】・・・H28目標値を設定した取組
　<<進捗管理項目>>･･･数値等の推移の把握

H28達成率：
対H23年度比：
前年度比：
進捗状況等：

指標
No

　市の政策及び施策の方向性を明確にするた
め各種計画を策定する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・策定した計画数（H23：7計画） 地方創生推進課

（H28年度までの取組み）
前年度末時点における各種計画の策定状況
の確認と現年度以降に策定を予定する新規
計画及び現行計画のうち改正の予定を調査
し、現行総合計画との関連性を整理する形で
取りまとめた。
また、進捗管理をしている計画数の調査を
行った。
前年度の取り組みに加え、各種計画の実績評
価、検証状況の詳細な調査を行い、PDCAサ
イクルを適切に回して効率的で効果的な事業
実施につなげられるよう、全計画で評価・検証
に取り組むことを新たに指標として設ける。

A
[Ｈ27：A]

≪総計画数≫
H24：46計画→H25：46計画→H26：50計画→H27：58計
画→H28:68計画
≪新規・改定計画数≫
H24：17計画→H25：6計画→H26：10計画→H27：11計画
→H28：19計画
・H28に策定、改定した計画
南砺市総合計画（改定）、南砺市バイオマス産業都市構
想、南砺市環境基本計画、南砺市住まい・まちづくり計
画、南砺市水道事業経営戦略、南砺市下水道事業経営
戦略、第２期南砺市地域福祉計画、子どもの貧困支援
計画、第２期南砺市障がい者計画、新南砺市立病院改
革プラン、南砺市教育振興基本計画（改定）、南砺市子
ども読書活動推進計画（第3次）、南砺市スポーツ推進計
画、南砺市文化芸術振興実施計画、五箇山景観計画、
南砺市官民連携基本計画、南砺市男女共同参画推進プ
ラン（第２次）、第２次南砺市行政改革大綱（第２期）、第
２次南砺市行政改革実施計画（第２期）
※≪進捗管理を実施している計画数（[ ]は、進捗管理が
必要な計画数）≫
H25：28計画[33]、H26：26計画[34]、H27：27計画[38]、
H28:29計画[40]

≪新規・改定計画数≫
対H23年度比：271％
前年度比：173％
進捗状況等：各計画の新規策定及び
改定状況の調査を行い、総合計画と
の関連性を整理して、新たに策定され
る計画へは、指標及び進捗管理の仕
組みを設けることで実行性を高めてい
る。

改革事項№

1
計画行政
の推進
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市営バス路線や民間バス路線の運行・利用
状況について検証を行い、公共交通の不便地
域の解消や交通弱者等の移動手段の充実を
図る。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
公共交通機関を使いやすいと感じる市民の割合（H23：
47.3%⇒H28：60%）

≪進捗管理項目（実績）≫
・市営バス路線数（H23：21路線）
・市営バス利用者数（H23：108,794人）

地方創生推進課

（H28年度までの取組み）
・北陸新幹線開業に伴い、ＪＲ城端線、民間路
線バスとの連携による市内公共交通体系の
検討と既存路線の見直し。
・主要地方道金沢井波線バス実証実験運行
の利用促進と本格運行に向けての検討。
・市民及び観光客に対応した持続可能で利便
性の高い公共交通体系の構築。
・鉄道、バス、タクシー等をいかに効率的・有
機的に結びつけて公共交通利用者の利便性
を高めるため、南砺市全域における公共交通
のあり方を検討。
・南砺金沢線バスの本格運行実施。
・城端駅と桜ヶ池（名古屋高速バス）を結ぶ市
営バス城端さくら線の運行。
・JR城端線の増便の継続。

C
[Ｈ27：C]

【公共交通機関を使いやすいと感じる市民の割合】
目標値　H28：60％
実績　H23：47.3％→H24：32.8％→H25：33.3％→H26：
35.2％→H27：36.7％→H28：35.9％
≪市営バス路線数≫
実績　H23：21路線→H24：21路線→H25：21路線→H26：
21路線→H27：21路線→H28：21路線
≪市営バス利用者数≫
実績　H23：108,794人→H24：109,812人→H25：108,475
人→H26：107,306人→H27：106,065人→H28：126,903人
《低床型バスの導入》
実績　H28まで　4台

【公共交通機関を使いやすいと感じる
市民の割合】
達成率：-90％
対H23年度比：76％
前年度比：98％
達成状況等：人口の減少（少子化）と
マイカーの普及等により、公共交通機
関を利用する機会が少なくなったた
め、公共交通機関を使いやすいと感じ
る市民の割合が減少していると思われ
る。
≪市営バス路線数≫
対H23年度比：100％
前年度比：100％
≪市営バス利用者数≫
対H23年度比：117％
前年度比：120％
達成状況等：城端さくら線新設、利用
が少なかった利賀下梨線休止で総路
線数は変わらないが、新設路線分で
利用者増となっている。全体的に市営
バス利用者数は減少傾向であるが、よ
り利便性を高めるため、他の公共交通
との接続性の見直し及び宣伝強化を
図る必要がある。

《1》

2

市内公共
交通体系
の連携強
化
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　市立2病院のあり方を検証し、経営の一元管
理と機能分担を図り、良質な医療の提供と高
度で効率的な病院運営に取り組む。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・市立2病院の医師数（H23：25人⇒H28：31人）
・市立2病院の看護、准看護師数（H23：183人⇒H28：207
人）
≪進捗管理項目（実績）≫
・病床数（H23：市民病院180床、中央病院190床）
・延べ入院患者数（H23：市民病院50,578人、中央病院
34,389人）
・延べ外来患者数（H23：市民病院89,981人、中央病院
74,502人）

医療課

（H28年度までの取組み）
  南砺市民病院においては、医師確保の取組
として臨床研修医の受入れを行い、研修後２
名の医師が同病院で勤務している。平成23年
度10月から開設した歯科口腔外科で2名の常
勤医を確保したH23年度末に比較し、1名の増
となっている。看護、准看護師数は１0名の増
となっている。
　公立南砺中央病院においては、正規職員医
師はH23年度末に比較し、増減なしの5名であ
るが、嘱託医師を確保して対応している。看護
師については3名増となっている。
　医師・看護師の確保が進まない中で、国が
求める地域医療構想の策定に際して将来の
必要病床数の推計が示され、このことを踏ま
え、市立2病院のあり方の検討を開始した。
　平成27年度より市立2病院のあり方を検討
し、病院事業の見直しを進め、平成28年度に
おいて、新南砺立病院改革プランを策定した。

A
[Ｈ27：A]

【市立2病院の医師数】
目標値　H28：31人
実績　H23：25人→H24：26人→H25：29人→H26：27人→
H27：27人→H28：26人
【市立2病院の看護、准看護師数】
目標値　H28：207人
実績　H23：183人→H24：183人→H25：192人→H26：193
人→H27：195人→H28：196人

≪病床数≫
実績　H23：市民病院180床、中央病院190床、計370床
→H24：市民病院175床、中央病院190床、計365床→
H25：以降変更なし
≪延べ入院患者数≫
実績
　 H23：市民病院50,578人、中央病院34,389人、計84,967人
→H24：市民病院53,183人､中央病院35,587人、計88,770人
→H25：市民病院52,991人､中央病院38,398人、計91,389人
→H26：市民病院51,045人､中央病院38,052人、計89,097人
→H27：市民病院49,140人､中央病院39,334人、計88,474人
→H28：市民病院51,200人､中央病院41,528人、計92,728人

【市立2病院の医師数】
達成率：17％
対H23年度比：104％
前年度比：96%
【市立2病院の看護、准看護師数】
達成率：54％
対H23年度比：107％
前年度比：101%
達成状況等：南砺市民病院における
臨床研修医の受入れにより、医師確
保に結びついてきているが、医師の地
域偏在などで厳しい状況が続いてい
る。看護師は定年前の離職が多く目標
に達していないが、引き続き計画的な
採用に努める。

≪病床数≫
対H23年度比：99％
前年度比：100%
≪延べ入院患者数≫
対H23年度比：109％
前年度比：105%

《2》

《3》

3
病院事業
の見直し
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　「高齢者保健福祉計画」に基づき在宅福祉を
重視した高齢者福祉施策を推進する。
　介護予防と健康づくり及び認知症対策、虐
待、生活困難高齢者対策等の充実を図る。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・要支援、要介護認定率（H28の推計値20％を18.5％以
下に抑制する）（H23：17.2%）
・要支援、要介護認定者数（H23：2,958人）

地域包括ケア課

（H28年度までの取組み）
Ｈ27年度までは介護予防事業を下記のとおり
分類して推進。
・一次予防事業（運動・認知・栄養・口腔）
・二次予防事業（運動。認知）
・包括的支援事業
H28年度からは、介護予防事業を下記のとお
り分類して推進。
・介護予防・生活支援サービス事業
・一般介護予防事業

A
[Ｈ27：C]

≪要支援、要介護認定率（H28の認定率を18.5％以下に
抑制する）≫
実績　H23:17.2％→H24：17.8％→H25：18.1％→H26：
18.4％→H27:18.1％→H28:18.4％
≪要支援、要介護認定者数≫
実績　H23:2,958人→H24：3,150人→H25：3,281人→
H26：3,420人→H27:3,418人→H27:3,497人
（サービス利用人数は、H25：2,786人→H26：2,871人→
H27:2,930人→H28:2,811人）

≪要支援、要介護認定率≫
対H23年度比：107％
前年度比：102％

≪要支援、要介護認定者数≫
対H23年度比：118％
前年度比：102％
進捗状況等：平成28年度は、認定率・
認知者数ともに前年度より微増で留
まった。平成28年度からの介護予防・
日常生活支援総合事業における成果
が確認されるまでにはある程度の期
間が必要。

　合併前の町村から引き継いだイベントや市
になってから企画したイベントの役割や効果を
検証し、事業に対する行政支援のあり方、地
域との協力関係を見直す。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・観光課所管イベント数（H23：18件）
・観光課所管イベント補助金（H23：71,270千円）
・観光課所管イベント入込数（H23：344,699人）

交流観光まちづくり課

（H28年度までの取組み）
・イベントの性格等による所管課の見直し
・イベントの役割や効果の検証
・イベント毎の入り込み状況について把握を行
い、状況分析したうえで助言や指導を実施
・補助対象事業、補助対象経費を明確化し、
補助額の精査
・自主財源比率の向上に向けた指導及び助
言を行う。
・来客者の満足度を把握し、イベント運営の改
善につなげる。

A
[Ｈ27：A]

≪観光課所管イベント数≫
実績　H23：18件→H24：18件→H25：18件→H26：18件→
H27：18件→H28：19件
≪観光課所管イベント補助金≫
実績　H23：71,270千円→H24：70,050千円→H25：70,720
千円→H26：66,330千円→H27：65,890千円→H28：
59,640千円
≪観光課所管イベント入込数≫
実績　H23：344,699人→H24：401,862人→H25：340,330
人→H26：369,052人→H27：364,595人→H28：352,747人

≪観光課所管イベント数≫
対H23年度比：106%
前年度比：106%
≪観光課所管イベント補助金≫
対H23年度比：84%
前年度比：91%
≪観光課所管イベント入込数≫
対H23年度比：102%
前年度比：97%
進捗状況等：H28では、災害により１つ
のイベントが中止となり、臨時にイベン
トを開催したが入込数が減少した。

4

高齢者福
祉サービ
ス事業の
適正化

5

イベントの
再編と運
営方法の
見直し
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②公共施設の再編（機能強化、統廃合、民営化）

　「南砺市公共施設再編計画」（H24.6月に公
共施設再編計画を見直し）の再編等の方向性
に基づき、施設の統廃合、売却・譲渡を実施
する。
　各施設の利用状況や収支状況、将来の公
費負担見込みなどを踏まえて計画の見直しを
行う。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・スキー場施設（H25廃止：2施設、H26売却譲渡：3施設）
・温泉・宿泊施設（H24売却譲渡：1施設、H25売却譲渡：6
施設、H27売却譲渡：2施設）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　・スキー場廃止に向けた協議及び廃止後の
地域振興策PT
　・城端地域コミュニティ施設譲与説明会開
催・協議
　・温泉・宿泊施設の売却・譲渡協議

　第２次南砺市公共施設再編計画で譲渡対象
となっている107施設の関係者と交渉した。
　計画の進捗管理、及び、マネジメントシステ
ムを活用した利用状況や維持管理経費の管
理を行い、市民に公表することで、公共施設
の現状を明らかにした。

A
[Ｈ27：A]

【スキー場施設】
目標値　廃止：2施設、売却譲渡：3施設
実績　廃止：2施設（H24）
計画期間延期
【温泉・宿泊施設】
目標値　H24売却譲渡：1施設、H28売却譲渡：8施設
実績　H24：売却譲渡協議：１施設

H24：譲渡した施設：8施設（コミュニティ施設：７、交流施
設：１）
解体・廃止・目的変更した施設：２施設（スキー場：2）
指定管理に移行した施設：２施設（観光施設：2）
H25：解体した施設：1施設（交流施設：1）
H26:譲渡した施設：1施設（コミュニティ施設：1）
H27:0　（上平堆肥舎について内諾を得る））
H28：解体した施設：1施設（旧保育園）

【スキー場施設】
達成率：40%
達成状況等：2スキー場の廃止後、3ス
キー場の指定管理者に売却譲渡を交
渉。引き続き交渉を進める。

【温泉施設】
達成率：0%
１施設について国の財産処分許可済
み。

【売却・譲渡時期の延期】
補助金返還が必要になる等の理由に
より売却・譲渡時期延期をした施設
は、スキー場1施設、宿泊施設8施設。

《4》

《5》

　行政組織機構の再構築にあわせて現在の
分庁舎方式を検証し、部局及び課室の効率的
かつ機能的な配置を検討する。

27実施
（28～継続） 行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　庁舎再編に向けて、４庁舎を継続した場合、
４庁舎に増築した場合、新統合庁舎を建設し
た場合のライフサイクルコスト概算を比較し、
検証を行った。庁舎再編に係る関係資料を議
会、自治振興会、市民への提示し、意見交換
を行った。

A
[Ｈ27：A]

進捗状況等：議会、市民の理解を得な
がら庁舎機能等再編の方針を決定し、
庁舎再編に向けて作業を進めていく。7

分庁舎方
式の検証
と庁舎機
能の再編

6
公共施設
の再編・
統廃合
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③行政評価に基づく事務事業の改革・改善

　施策評価及び事務事業評価の結果を市政
に反映させ、効果的・効率的な行政運営を行
うとともに、行政経営の透明性を高め、市民に
対する説明責任を果たすために評価シートを
公表する。
　主要施策や重点事業について、妥当性や有
効性などを客観的に検証するため、市民によ
る評価委員会を設置し、外部の意見を反映す
る仕組みづくりを行う。
　事務事業評価の結果に基づき、不用・不急
と判断する事務事業を統合・廃止する。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・行政サービス（市役所の仕事）の水準が適正だと思う
市民の割合（H23：68.8%⇒H28：80%）

≪進捗管理項目（実績）≫
・施策評価シートを作成した施策数（H23：41施策）
・事務事業評価シートを作成した事務事業数（H23：739
事務事業）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　H22から行政評価システムを導入し研修を
実施し、評価シートの作成を試行。H26からは
行政評価の職員研修を外部講師ではなく、行
革・施設管理課職員によって実施した。また、
監査及び予算編成において、マネジメントシー
トの活用を実施した。H27からは、予算細目単
位で作成し、予算編成・査定にも使用しやすい
形態とした。さらに的確な運用を目指し、指標
の見直しと内容の精査を図った。

A
[Ｈ27：A]

【行政サービス（市役所の仕事）の水準が適正だと思う
市民の割合】
目標値　H28：80％
実績　H23：68.8％→H24：70.8％→H25：68.4％→H26：
71.2％→H27：68.3%→H28：68.7%

≪施策評価シートを作成した施策数≫
実績　H23：41施策→H24：39施策→H25:39施策→
H26:39施策→H27:39施策
≪事務事業評価シートを作成した事務事業数≫
実績　H23：739事務事業→H24：738事務事業→H25：
729事務事業→H26：627事務事業→H27：318事務事業
→H28：314事務事業

【行政サービス（市役所の仕事）の水
準が適正だと思う市民の割合】
達成率：-1%
対H23年度比：100%
前年度比：101%
≪施策評価シートを作成した施策数≫
対H23年度比：95%、前年度比：100%
≪事務事業評価シートを作成した事務
事業数≫
対H23年度比：42%、前年度比：99%
達成状況等：行政評価や施設再編等
の取組などを行ってきた一方、市民へ
の理解度が伴っていなかった面があ
る。今後もサービス水準の見直し検討
が必要であり、より丁寧な説明が求め
られている。

《6》

8
行政評価
制度の本
格運用
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（２）民間委託の推進

①行政運営の効率化や住民サービスの向上が図れる業務の民間委託の推進
　業務の民間委託を推進するため、適正な
サービス水準の確保を念頭に置き、費用対効
果や妥当性を考慮して、推進方針を策定す
る。

25実施
（26～継続） 行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　取組なし B

[Ｈ27：B]

進捗状況等：民間委託は個々の事業
ごとに進めた。

　市営バス運行の民間委託を推進する。
24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・直営バス路線数（H23：9路線⇒H28：0路線）

≪進捗管理項目（実績）≫
・委託バス路線数（H23：12路線）

地方創生推進課

（H28年度までの取組み）
完全民間委託の実施。 A

[Ｈ27：A]

【直営バス路線数】
目標値　H28：0路線
実績　H23：9路線→H24：9路線→H25：0路線→H26：0路
線→H27：0路線→H28：0路線

≪委託バス路線数≫
実績　H23：12路線→H24：12路線→H25：21路線→H26：
21路線→H27：21路線→H28：21路線

【直営バス路線数】
達成率：100％
≪委託バス路線数≫
対H23年度比：175%
前年度比：100%
達成状況等：民間の受け入れ体制が
整い、市営バス運行の全ての路線に
ついて民間委託に移行した。

《7》

　デイサービス事業の給食、食材調達、送迎
事業等の民間委託を推進する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・民間委託業務種目数（H23：2業務）

地域包括ケア課

（H28年度までの取組み）
・平成26年4月から3年間の指定管理を継続 A

[Ｈ27：A]

≪民間委託業務種目数≫
実績　H23：2業務→H24：2業務→H25：2業務→H26：指
定管理→H27：指定管理→H28：指定管理

≪民間委託業務種目数≫
対H23年度比：100％（指定管理）
前年度比：100％（指定管理）
進捗状況等：平成25年度まで、給食調
理・食材調達業務及び送迎バス運転
業務の民間委託を実施してきたが、平
成26年4月からは事業の全部を指定
管理とした。

11

デイサー
ビス事業
の一部業
務の民間
委託

民間委託
推進方針
の策定

9

10
バス運行
の民間委
託
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　小中学校、病院事業等の給食調理業務の
民間委託を推進する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・民間委託業務数（H23：中学校5校、市立病院2病院）

教育総務課、医療課

（H28年度までの取組み）
・中学校5校、小学校１校の学校給食調理業
務の民間委託を継続実施。
・市立病院2病院の調理業務の民間委託を継
続実施。

A
[Ｈ27：B]

≪民間委託業務数≫
実績　H23：中学校5校→H24：中学校5校→H25：中学校
5校→H26：中学校5校→H27：中学校5校→H28：中学校5
校、小学校1校
　　　  H23：市立病院2病院→H24：市立病院2病院→
H25：市立病院2病院→H26：市立病院2病院→H27：市立
病院2病院→H28：市立病院2病院

≪民間委託業務数≫
達成率：
対H23年度比：114％
前年度比：114％
進捗状況等：中学校5校、小学校1校
の学校給食調理業務の民間委託及び
市立病院2病院の調理業務の民間委
託を継続していく。H29年度より新た
に、小学校1校の学校給食調理業務の
民間委託を実施する。

②指定管理者制度による公の施設の管理運営
直営の公の施設を対象として制度導入の可
能性を検討するとともに、民間の持つノウハウ
等を活用した創意工夫により、良質なサービ
スの提供と経費の節減を推進する。また、既
に、指定管理者制度を導入している施設につ
いて、その効果を利用人数、コスト、サービス
面等から検証し、必要に応じて管理形態の見
直しを行う。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・制度導入施設数（H23：177施設・85協定）
・指定管理料（H23：673,278千円） 行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　指定管理者制度を導入した施設について、
民間導入の効果について検証を行い、修繕料
の精算制の導入など、より効率的な運営形態
となるよう見直しを行った。

A
[Ｈ27：A]

≪制度導入施設数≫
実績　H23：177施設・85協定→H24：171施設・78協定
→H25：176施設・80協定→H26：184施設・81協定
→H27:187施設・83協定→H28：187施設・84協定
≪指定管理料≫
実績　H23：673,278千円→H24：725,522千円
→H25：724,978千円→H26：773,656千円
→H27:900,717千円→H28：898,907千円

≪制度導入施設数≫
対H23年度比： 106%
前年度比： 100%
≪指定管理料≫
対H23年度比： 134%
前年度比： 100%
進捗状況等：民間ノウハウを有効に活
用するため指定管理が適している施
設について順次指定管理制度を導入
した。

13

指定管理
者制度の
適正な運
用

12
給食調理
業務の民
間委託
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　指定管理者制度を導入している公の施設の
うち、基幹施設の管理運営状況についてモニ
タリング評価を実施し、サービスの改善を図
る。
　指定管理者評価委員会委員（外部委員）に
よる客観的な評価を行い、評価結果を公表す
る。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・モニタリング評価結果が「A」評価以上の施設の割合
（H24：84.6%⇒H28：92%）

≪進捗管理項目（実績）≫
・モニタリング実施施設数（H23：26施設）
・指定管理者評価委員会（H23設置）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　H23、H24は26施設、H25は27施設、H26は
29施設、H27は31施設、H28は49施設につい
てモニタリングを実施。指定管理者評価委員
会の意見を付して公表した。H26から評価方
式の全面的見直しを行った。

A
[Ｈ27：A]

【モニタリング評価結果が「A」評価以上の施設の割合】
実績　H24：84.6％→H25：70.4%→H26：82.8%→H27:93.5%
　　 →H28：87.8%
※H26に評価方式の見直しを行ったことから（S,A,B,C評
価→A,B,C評価）、H26以降は「B」評価以上を指標とす
る。

≪モニタリング実施施設数≫
実績　H24：26施設→H25：27施設→H26：29施設
→H27:31施設→H28：49施設
≪指定管理者評価委員会≫
実績　H23：設置→H24：委員会開催2回→H25：委員会
開催2回→H26：委員会開催2回→H27：委員会開催1回
→H28：委員会開催2回

【モニタリング評価結果が「A」評価以
上の施設の割合】
達成率：　43%
前年度比：94%
≪モニタリング実施施設数≫
前年度比：158%
≪指定管理者評価委員会≫
前年度比： 200%
達成状況等：H26から評価基準の見直
しを行い、チェックシート採用等、より
利用者目線での評価に変更し、適正
なモニタリングとサービス向上に努め
た。

《8》

③民間活力の導入

　建設コストの削減と民間のノウハウ活用によ
る公共施設の整備と管理運営手法の導入を
検討する。

26実施
（27～継続） 行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　官民連携推進会議を開催し、産官学金によ
るＰＦＩ手法の勉強会を開催した。

B
[Ｈ27：B]

官民連携推進会議を開催し、産官学金によるＰＦＩ手法
の勉強会を開催した。
PPPについては、指定管理者制度の導入を進めてきた。

進捗状況等：
　PFIについては現在のところ該当する
施設が無い。ただし、今後のＰＦＩ導入
に向けて富山地域情報プラットフォー
ムへの参加、民間事業者を招いての
勉強会を開催した。
　PPPについては、指定管理制度等、
民間委託を推進した。また、ＰＦＩに対
する理解を深めるため産官学金連携
した勉強会を開催した。

14
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（３）行政組織機構の見直し

①新たな行政課題や社会情勢の変化に対応できる効率的な行政組織の構築

　総合計画基本計画に掲げた重点施策を推
進するとともに、新たな行政需要や市民ニー
ズ等に的確に対応するため、庁内の組織機構
や事務所管の見直しを行う。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・組織再編（H23：児童育成課をこども課に課名変更、子
育て支援室を新設、市民協働課に婚活支援係を新設、
企画情報課統計係を定住統計係に改組）
・事務所管（H23：観光課が管理していた温泉温浴3施設
（くろば温泉、ゆ～ゆうランド、ゆ～楽）を福祉課に所管
替え）

総務課

（H28年度までの取組み）
庁内組織機構・事務所管の見直しの実行 A

[Ｈ27：A]

≪組織再編≫
実績　H23：児童育成課をこども課に課名変更、子育て
支援室を新設、市民協働課に婚活支援係を新設等
→H24：医療局を地域包括医療ケア部に名称変更、農政
課特産振興係と農村保全係を農業振興係に統合、文化
課を文化・世界遺産課に名称変更等
→H25：企画情報課を政策推進課に課名変更、エコビ
レッジ推進課を新設、総務部に行革・施設管理課を新設
→H26:南砺で暮らしません課を新設し市民協働課から
婚活支援係を改組、定住・空き家対策係を新設、政策推
進課の定住・政策推進係を政策推進係に改組、交通政
策係を新設等
→H27:政策推進課を地方創生推進課に課名変更、こど
も課に子育て支援室を統合、農政課と林政課を統合し農
林課に、土木課を建設課に課名変更等
≪事務所管の見直し≫
実績　H23：観光課が管理していた温泉温浴3施設（くろ
ば温泉、ゆ～ゆうランド、ゆ～楽）を福祉課に所管替え
→H24：循環型社会構築の推進体制の強化に伴い、新
設のエコビレッジ推進課に住民環境課分掌事務である
廃棄物処理等の環境保全に関する事務を移管。
→H26：介護関係事務を一元化するため福祉課長寿係
の分掌事務を地域包括包括課長寿介護係に移管。
→H27：農政・林政課の統合と合わせて、両課の施設整
備部門を建設課に移管。
→H28：平成２８年４月１日から、市民サービス部門の集
約化や窓口業務のワンストップ化による市民サービスの
向上、事務の効率化・円滑化を図るため、１室・４部・１局
を５部に行政組織を変更した。

進捗状況等：毎年、庁内の組織機構
や事務所管の見直しを行っている。

16
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　医療と福祉業務の連携を強化し、良質で効
果的な医療・福祉ケア・サービスの提供を推
進する。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・訪問看護、訪問リハビリ利用者数（H22：390人/月⇒
H28：460人/月）

医療課

（H28年度までの取組み）
・在宅医療と地域包括ケアの推進により、訪
問看護のニーズは高まっていることから、引き
続き職員の確保及びレベルアップに努めた。
また、職員のレベルを向上のため認定看護師
（訪問看護分野・緩和ケア分野）の資格取得を
実現している。
・平成26年度より、地域包括医療・ケアの推進
と体制確立のため、「地域医療・地域活性化マ
イスター養成講座」を開催し、自治振興会等の
地域団体からの参加者も集って取り組んでい
る。関係団体や市の医療・福祉・介護関係職
員が地域包括ケアの必要性を共有し、それぞ
れの立場・職種間での役割を認識し連携を
図っていく。
 ・医療と福祉業務の連携強化のため、平成28
年度からこれまでの地域包括医療・ケア局を
地域包括医療ケア部とし、福祉課と健康課を
同部に移管し、再編した。
・地域包括ケアセンターに地域包括医療ケア
部関係部署が集約したことで、より一層連携
を図る。

A
[Ｈ27：A]

【訪問看護、訪問リハビリ利用者数】
目標値　H28：460人/月

≪訪問看護、訪問リハビリ延べ利用者数（医療・介護重
複者を含む）≫
実績　H22：390.0人/月
　　　　　→H23：388.4:人/月
　　　　　→H24：393.1人/月
　　　　　→H25：393.4人/月
　　　　　→H26：419.3人/月
　　　　　→H27：412.2人/月
　　　　　→H28：392.9人/月

【訪問看護、訪問リハビリ利用者数】
達成率：6%
対H23年度比：101%
前年度比：95%
達成状況等：民間による介護施設や
サービス事業所の増などから利用者
が減少傾向となっている。今後、住民
へのサービス内容の周知に努め、
ニーズに沿った体制に整えていく。保
健、医療、介護等の連携は進展してお
り、これからは市民協働による地域包
括ケアシステムの構築を目指す。

《9》

　新たな行政課題や政策形成に迅速に対応
できるよう、プロジェクトチームの編成や関係
各課での連絡会議等の開催など部局横断的
な取組体制を構築する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・横断的プロジェクトチーム（会議・委員会等）の設置数
（H23：13件）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
・各種プロジェクトチーム
 南砺市住宅マスタープラン策定委員会（WG)
 桜ヶ池エコビレッジプロジェクト推進委員会
 子どもの貧困支援計画策定における庁内検
討委員会  等

A
[Ｈ27：A]

≪横断的プロジェクトチーム（会議・委員会等）の設置数
≫
実績　H23：13件→H24：17件→H25：21件→H26：22件
　　　  →H27：25件→H28：27件

≪横断的プロジェクトチーム（会議・委
員会等≫
対H23年度比：208％
前年度比：108％
進捗状況等：必要に応じて部局横断的
な取組を行っている。

17
地域包括
医療・ケア
の推進
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　保健センター業務のあり方を検証するととも
に、保健事業に係る人的機動力の強化に努
め市民サービスの向上を図る。

【指標（目標値）】
・特定保健指導の実施率（H23：30.2%⇒H28：45%）　［特
定保健指導の実施率＝運動や食生活指導の完了者/特
定健診受診者のうち運動や食生活改善指導対象者数］

≪進捗管理項目（実績）≫
・保健センターでの相談受付数（H25：674件）
・保健師、管理栄養士の配置数（H25：成人担当7人・母
子担当12人）

健康課

（H28年度までの取組み）
・困難ケースや多様化する健康課題に対応す
ることのできる人材を育成するため定例的な
ケース検討会を開催。
・市の健康づくり事業の取組み課題等につい
て情報共有を図るための包括・保健・福祉連
絡会で専門職のスキルアップを図った。
・母子から成人まで切れ目ない支援を実施す
るため、成人保健・母子保健の業務分担制に
加え、保健係、保健センターを拠点とした地区
担当制を導入した。身近な場所で、継続した
相談・支援体制の整備を図った。
・母子・成人の業務を円滑に遂行するため、定
例的に係間の情報共有を図る会議を開催。
・長期間にわたる災害時は、保健センター・保
健係全体で対応にあたる体制を整えた。

A
[Ｈ27：A]

【特定保健指導の実施率】
目標値　H28：55％（第2期特定健康診査等実施計画）
実績 H22：35.2％→H23：31.3％→H24：45.7％→H25：
62.2％→H26:67.0%→H27:66.7%→H28:65.0%（概数）
※特定保健指導実施率＝特定保健指導終了者／特定
保健指導対象者×100（％）
≪保健センターでの相談受付数≫
実績　H23：568件→H24：566件→H25：674件→H26：754
件→H27：808件→H28：1,004件
≪保健師、管理栄養士の配置数≫
実績　H23：成人担当5人・母子担当12人→H24：成人担
当7人・母子担当12人→H25：成人担当7人・母子担当12
人→H26:成人担当6人・母子担当12人→H27:保健係7
人・保健センター12人→H28：保健係7人・保健センター
11人

【特定保健指導の実施率】
達成率：142％
対H23年度比：208％
前年度比：97％
達成状況等：H27年度より保健指導実
施体制を変更したため、実施率が低下
したが、少しずつ体制が軌道に乗り、
65％を確保できる見込みである。
≪保健センターでの相談受付数≫
対H23年度比：177％
前年度比：124％
達成状況等：各保健センターで健康相
談日を設けており、成人の健康相談件
数が徐々に増加している。
≪保健師、管理栄養士の配置数≫
対H23年度比：106％
前年度比：95％

《10》
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　担当課と行政センターの事務分掌を検証し、
簡素で効果的・効率的な組織機構を再構築す
る。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・行政センター事務の移管・集約の状況（H23まで：医療
費等の入力事務及び外国人登録事務を担当課に集約）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
・行政センター窓口事務改善連絡会の開催
・日曜開庁・火曜延長に際し来客数の多い行
政センターへの応援体制の実施
・住基カード大量更新に対応するため住基
カード更新センターを開設
・窓口事務の調整・統一化、マニュアル確認、
事務改善等について検討

A
[Ｈ27：B]

≪行政センター事務の移管・集約の状況≫
実績　H23まで：医療費等の入力事務及び外国人登録
事務を担当課に集約
 H28：行政センターと各担当課の事務分担を見直す検討
小委員会を設置し協議

進捗状況等：庁舎機能の再編と合わ
せて、将来的な行政センターの機能を
見直していく

②スクラップ・アンド・ビルドの徹底による組織機構・出先機関の統廃合

　地域の医療圏の方向性を検証し、現在の4
診療所のあり方を見直すとともに、診療所間
での医療材料等の集約化を推進する。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
※取組み状況（H23：H22年度より診療材料の納入管理
の一元化を実施、診療所業務のマニュアル化により診
療所間での職員の協力体制を確保）

医療課

（H28年度までの取組み）
・テレビ会議システムの活用
・診療材料の納入管理
・医師不在時の連携体制確保
・災害等不測の事態に対応した人事協力
・南砺家庭地域医療センターでの医師研修機
能
・上平診療所の利便性と災害対応による移転
新築

A
[Ｈ27：A]

≪診療所の見直しの取組み状況≫
実績　H23：H22年度より診療材料の納入管理の一元化
を実施、診療所業務のマニュアル化により診療所間での
職員の協力体制を確保→H24：テレビ会議システムを活
用し情報の共有化を図った。→H25：災害等不測の事態
における看護師の配置体制と人的協力を図った。→
H26・H27：上平診療所の利便性向上のため移転新築を
検討。→H28：上平診療所の利便性向上のため移転新
築を実施。

進捗状況等：診療所の改善に向け見
直しを行っている。

20
行政セン
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　園児数の減少と保育サービスの拡充に対応
するため保育園の統廃合を推進する。
　保育サービスにおける市立保育所の役割を
検証し、保育園の民営化等の方向性を検討す
る。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・保育園数（H23：27園⇒H28：12園） こども課

（H28年度までの取組み）
H22　福野ひまわり保育園建設
H23　福野おひさま保育園建設
H24　認定こども園井波にじいろ保育園、
　　　 福光南部あおぞら保育園建設
H25　福光どんぐり保育園建設
H26　保育園民営化等に関する検討開始
H27　福光東部かがやき保育園建設
　　　 南砺市立保育園審議会開催

A
[Ｈ27：A]

【保育園数】
目標値　H28：12園
実績　H22：29園（うち1園休園）→H23：27園
        →H24：23園（うち1園休園）
        →H25：17園（うち1園休園）
　　 　 →H26：14園
　　　  →H27：12園
　　　  →H28：12園

【保育園数】
達成率：100％
対H23年度比：44％
前年度比：100％
達成状況等：27年度末、福光東部か
がやき保育園が完成し目標を達成し
た。

《11》

　少子化に伴う児童・生徒数の減少に伴い、
適正規模と適正配置についての検討を継続
する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・小学校（H23：10校）
・中学校（H23：8校）
・児童・生徒数（H23：4,066人）
・複式学級数（H23：6学級）

教育総務課

（H28年度までの取組み）
・少子化に伴う児童・生徒数の減少に伴い、適
正規模と適正配置について検討。

A
[Ｈ27：A]

≪小学校数≫
実績　H23：10校→H24：10校→H25：10校→H26：9校
　　 →H27：9校→H28：9校
≪中学校数≫
実績　H23：8校→H24：8校→H25：8校→H26：8校
　 　→H27：8校　→H28：8校
≪児童・生徒数≫
実績　H23：4,066人→H24：4,010人→H25：3,876人
　　　　H26：3,816人→H27：3,741人→H28：3,632人
≪複式学級数≫
実績　H23：6学級→H24：7学級→H25：5学級
　　　　H26：4学級→H27：4学級→H28：4学級

≪小中学校数≫
対H23年度比：94％
前年度比：100％
進捗状況等：・上平小学校新築工事の
完成により小中学校の統廃合は終
了。

≪児童・生徒数≫
対H23年度比：89％
前年度比：97％
進捗状況等：児童生徒数の減少数を
最小限に努める。

≪複式学級≫
対H23年度比：67％
前年度比：100％
進捗状況等：今後、複式学級の数は、
増えると思われるが、その対策として、
山村留学事業の実施に向け、山村留
学推進協議会を組織し、その中で協議
していく。
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（４）外郭団体、財政援助団体の見直し

①外郭団体の経営改善と自立の促進

　市の出資比率が25％以上の第三セクターに
ついて、公的支援に頼らない自立運営を目指
して運営の改善を指導する。

26実施
（27～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・市の出資比率が25％以上の第三セクターの数（H23：
13団体）
・市の出資額（H23：645.24百万円）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　南砺市土地開発公社の解散
　経営状況の把握
　第三セクター改革プランの策定
　第三セクター改革プランにより、各団体自ら
が策定した改革実施計画に基づいて取組を
進め、経営改善及び自立的な運営を推進

A
[Ｈ27：A]

≪市の出資比率が25％以上の第三セクターの数≫
実績　H23：13団体→H24：12団体（解散：1）
→H25：12団体→H26：12団体→H27：12団体→H28：11
団体
≪市の出資額≫
実績　H23：645.24百万円→H24：645.24百万円
→H25：640.24百万円→H26：640.24百万円→H27：
640.24百万円→H28：456.44百万円

≪市の出資比率が25％以上の第三セ
クターの数≫
対H23年度比： 85%
前年度比： 92%
《市の出資額》
対H23年度比： 71%
前年度比： 71%
進捗状況等：
第三セクター改革プランを策定した。こ
れにより、団体自らが策定した改革実
施計画の進捗管理を行い、目標達成
に向けて、経営改善に取り組むことと
した。

　市が出捐している財団法人について、統廃
合・整理等の見直しの総合的な方針を策定す
る。

26実施
（27～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・市が出捐している財団法人の数（H23：6団体）
・市の出捐金（H23：137.6百万円）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
経営状況の把握
第三セクター改革プランの策定
利賀ふるさと財団と利賀村農業公社が統合
　第三セクター改革プランにより、各団体自ら
が策定した改革実施計画に基づいて取組を
進め、経営改善及び自立的な運営を推進

A
[Ｈ27：A]

≪市が出捐している財団法人の数≫
実績　H23：6団体→H24：6団体→H25：6団体→H26：6団
体
　　　  →H27：6団体→H28：5団体
≪市の出捐金≫
実績　H23：137.6百万円→H24：137.6百万円
→H25：137.6百万円→H26：137.6百万円→H27：137.6百
万円→H28：149.1百万円

≪市が出捐している財団法人の数≫
対H23年度比： 83%
前年度比：　83%
≪市の出捐金≫
前年度比： 108%
対H23年度比： 108%
進捗状況等：
第三セクター改革プランを策定した。こ
れにより、団体自らが策定した改革実
施計画の進捗管理を行い、目標達成
に向けて、経営改善に取り組むことと
した。

24
第三セク
ター経営
の総点検

25
財団法人
の見直し
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　農業公社と関連団体の経営基盤の強化を
図るため統合を推進する。

26実施
（27～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・市が出捐している農業公社の数（H23：2団体）
・市の出捐金（H23：86.5百万円） 農林課

（H28年度までの取組み）
・平成２０年に平農業公社と上平農業公社が
統合を行い、 五箇山農業公社となった。
・ 五箇山農業公社と 利賀村農業公社との
統合を模索してきたが、エリアが広範囲であ
り、移動の時間が大きく掛かる為、２つの農業
公社で運営していく。
・平成２４年に両農業公社が共に公益財団法
人に認定され、非営利目的団体となった。
・利賀村農業公社と一般財団法人利賀ふるさ
と財団との、統合に関する検討協議会を設置
した。
・H27.6に「利賀地域財団公社合併協議会」を
設立。
・H27.12.24合併契約書を締結。
・H28.3.31に公益財団法人利賀村農業公社の
残余財産の処分について承認。残余財産は
市に贈与。
・H28.4.1に（公財）利賀村農業公社は（一財）
利賀ふるさと財団と合併。

A
[Ｈ27：A]

≪市が出捐している農業公社の数≫
実績　H23：2団体→H24：2団体→H25：2団体→H26：2団
体→H27：２団体→H28：１団体

≪市の出捐金≫
実績　H23：86.5百万円→H24：86.5百万円→H25：86.5百
万円→H26：86.5百万円→H27：86.5百万円→H28:58百
万円

≪市が出捐している農業公社の数≫
対H23年度比：50％
前年度比：50％

≪市の出捐金≫
前年度比：67％
対H23年度比：67％

進捗状況等：H28.4.1の利賀村農業公
社の合併により、農業公社は五箇山
農業公社のみとなる。

26

農業公社
と関連団
体との統
合
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②外郭団体の統廃合

　各団体が中期的経営計画を作成し、自主的
事業の拡大などで採算面の改善が図られるよ
う、団体自らの改革を指導する。
　出資・出捐比率50%以上の外郭団体につい
て、経営状況の改善が見込めない場合は、経
営改善計画や職員数、人件費の定員適正化
計画の策定を指導する。

26実施
（27～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・市の出資・出捐比率が50%以上の外郭団体数（H23：財
団法人6団体、株式会社3社）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
経営状況の把握
役員就任方針の変更、基準の作成
第三セクター改革プランの策定
　第三セクター改革プランにより、各団体自ら
が策定した改革実施計画に基づいて取組を
進め、経営改善及び自立的な運営を推進

A
[Ｈ27：B]

≪市の出資・出捐比率が50％以上の外郭団体数≫
実績　H23：財団法人6団体、株式会社3社→H24：財団
法人6団体、株式会社3社→H25：財団法人6団体、株式
会社3社→H26：財団法人6団体、株式会社3社→H27：財
団法人6団体、株式会社3社→H28：財団法人5団体、株
式会社3社

≪市の出資・出捐比率が50％以上の
外郭団体数≫
対H23年度比： 89%
前年度比： 89%
進捗状況等：
第三セクター改革プランを策定した。こ
れにより、団体自らが策定した改革実
施計画の進捗管理を行い、目標達成
に向けて、経営改善に取り組むことと
した。

　外郭団体に対する市からの公的支援の状況
を検証し、出資以外の支出がある場合は削減
に努める。

26実施
（27～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・財政支援をした外郭団体数（H23：4団体）
・団体運営補助金（H23：103,887千円）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
経営状況の把握
役員就任方針の変更、基準の作成
第三セクター改革プランの策定
　第三セクター改革プランにより、各団体自ら
が策定した改革実施計画に基づいて取組を
進め、経営改善及び自立的な運営を推進

A
[Ｈ27：A]

≪財政支援をした外郭団体数≫
実績　H23：4団体→H24：6団体→H25：3団体→H26：3団
体
　　　　→H27：3団体→H27：2団体

≪団体運営補助金≫
実績　H23：103,887千円→H24：132,656千円→H25：
119,106千円→H26：62,047千円→H27：62,570千円→
H28：23,442千円

≪財政支援をした外郭団体数≫
対H23年度比： 50%
前年度比：　67%
≪団体運営補助金≫
対H23年度比： 23%
前年度比： 37%
進捗状況等：
第三セクター改革プランを策定した。こ
れにより、団体自らが策定した改革実
施計画の進捗管理を行い、目標達成
に向けて、経営改善に取り組むことと
した。
市からの支援基準（関与度合い）を整
理した。

27
運営の適
正化

28
公的支援
の見直し
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　外郭団体及び指定管理者等の公益的な性
格に鑑み、情報公開制度の趣旨に基づく情報
の提供に努めるよう指導する。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・情報公開規程を策定している団体数（H23：46団体／80
団体） 総務課

（H28年度までの取組み）
指定管理者においては、モニタリング調査ヒア
リング時に指導

A
[Ｈ27：A]

≪情報公開規程を策定している団体数≫
実績　H23：46団体／80団体→H24：61団体／81団体→
H25：67団体／79団体→H26：63団体／74団体→H27：63
団体／76団体→H28：63団体／76団体
*出資比率50％以上又は市からの補助金、交付金、負
担金等の合計額が1,000万円以上である団体及び指定
管理者

≪情報公開規程を策定している団体
数≫
対H23年度比：137%
前年度比：100%
進捗状況等：情報公開規程を策定す
るよう指導している。

③財政援助団体の自主的運営の推進

　補助金制度の見直しとあわせて、財政支援
団体への人的、資金的援助を縮小する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・財政援助団体監査の実施状況（H23：7団体、監査対象
補助金額245,550千円）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　補助金制度の見直し及び人的支援の縮小 B

[Ｈ27：B]

≪財政援助団体監査の実施状況≫
実績　H23：  7団体、監査対象補助金額：245,550千円
実績　H24：18団体、監査対象補助金額：569,206千円
実績　H25：19団体、監査対象補助金額：898,417千円
実績　H26：  9団体、監査対象補助金額：328,655千円
実績　H27：17団体、監査対象補助金額：612,832千円
実績　H28：18団体、監査対象補助金額：524,215千円

進捗状況等：財政支援団体への補助
金が適切に使用されているか、順次監
査を行っている。

　各種団体等における市の関与のあり方を検
証し、団体の自立を促進するとともに側面的
な支援体制に移行する。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・市から派遣している職員数（H23：5人⇒H28：0人） 総務課

（H28年度までの取組み）
　各種団体からの要請により派遣を行ってい
る。

A
[Ｈ27：C]

【市から派遣している職員数】
目標値　H28：0人
実績　H23：5人→H24：7人→H25：6人→H26：7人→H27：
7人→H28：4人

（社会福祉協議会４）

【市から派遣している職員数】
達成率：20％
対H23年度比：80％
前年度比：57％
達成状況等：市職員の派遣を再検証し
適正な支援体制に移行する。

《12》

29
情報の開
示

30
財政支援
の見直し

31
団体の自
立・自主
性の促進
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（５）行政サービスの向上

①開庁時間の拡大など窓口サービス、相談業務体制の充実
　市民窓口サービスの開設時間延長を継
続するとともに、窓口での説明方法や手
続き方法を点検し、市民の目線に立って
利便性の向上を図る。

24実施
（25～継
続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・業務時間の延長（毎週火曜日は午後7時まで延
長、転入・転出等が多い3月下旬から4月上旬の日
曜日は福光・福野行政センターにて窓口を開設）

市民生活課

（H28年度までの取組み）
　市民窓口サービスの平成２８年度開設時間
延長は毎週火曜日の午後７時までの延長の
みを実施しており、年間利用者は３,０００人を
超え市民に定着しつつあるので引き続き実施
している。
　戸籍や住基に関する業務マニュアルについ
て、窓口担当者がわかりやすいものに常に見
直しを行い、窓口担当者が常時確認できるよ
うにパワーエッグの情報検索画面にアップして
いる。

A
[Ｈ27：A]

≪業務時間の延長≫
実績
H23：毎週火曜日は午後7時まで延長、転入・転出等が
多い3月下旬から4月上旬の日曜日は行政センター窓口
を開設→H23：継続 H24：継続 H25:継続 H26継続　H27：
火曜延長継続、日曜開設はH27.4月まで実施、個人番号
カードの交付のための日曜日窓口を開設（H28.3.13全行
政センター実施）
↓
H28：火曜延長のみ継続

《業務時間の延長に伴う来庁者》
実績
○火曜窓口延長　 H26：2,841件→H27：3,462件
　　　　　　　　　　　　→H28：3,024件
○日曜窓口開設 　H26：36件→H27：30件→H28：未実施
○個人番号カード臨時窓口
　　　　　　　H28.3.13　9:00～16:30　188件→H28：未実施

《火曜延長に伴う来庁者》
対H26年度比  106%
対前年度比 87%

32

窓口サー
ビスの拡
充と案内
機能の充
実
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　公共施設としての役割を踏まえたうえで、施
設の利用しやすさや費用対効果などを総合的
に検証し、効果的で効率的な管理運営を推進
する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・開館時間延長、休館日開館の状況（H24：中央図書館
は7～8月の月曜日を開館、一部の体育館施設では週1
回の休館日も開館）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
・蔵書点検による休館日の短縮（図書館）
・地元イベントとの連携による開館時間の延長
やイベント参加
・中央図書館、福野図書館の開館時間変更
・井波図書館、城端図書館の祝日開館
・城南屋内グラウンドの月曜全日開館
・国保短期証交付に係る納税相談時の時間
延長
・指定管理者の提案により、現行条例で定め
る開館日・開館時間等が、より利用者への
サービスの向上に繋がれば、協議し変更の許
可を行う
・協働のまちづくり支援センターの年度末の休
日開館
・指定管理施設導入施設の一部の社会体育
施設において開館日及び開館時間を変更して
継続運営
・子育て支援センターの土日解放

A
[Ｈ27：A]

≪開館時間延長、休館日開館の状況≫

（図書館）
・蔵書点検の短縮　実績H23：38日→H24：34日→H26：
34日→H27：34日→H28：34日
・H24から中央図書館は7・8月の月曜日を開館(継続)
・中央・福野はH25年12月から2月の冬期間、18:00閉館
していたが、通年19:00閉館に変更。（通年、平日は9:30
～19:00開館。城端・井波は通年、平日は9:30～18:00ま
で開館。）
・中央･福野･平は従前より祝日開館、H25年12月から城
端・井波が、新たに祝日も開館。全館、土･日･祝は9:30
～17:00開館
・H25年12月から中央･城端･井波は、祝日の翌日も開
館。但し、福野･平は祝日の翌日休館→H26・27・28：継
続。
（社会体育施設）
体育館施設の一部で休館日を開館
→H23・H24・H25・H26・H27・H28：継続
体育施設の一部で開館時間を変更
→H25・H26・H27・H28：継続

進捗状況等：各施設で開館時間延長
や休日開館を進め、市民の利便性が
向上している。

（図書館）
H23比では開館日、開館時間が拡大し
た。
利用者数は、H23:281,843人→
H26:308,744人→H27:311,554人→
H28:294,822人
貸出冊数は、H23:336,927冊→
H26:380,856冊→H27:383,791冊→
H28:374,431冊

33

市民利用
施設の休
館日、開
館時間等
の見直し
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②市民への情報提供機会の充実

　利用者の視点に立ちホームページの利用し
やすさの向上に取り組むとともに、メールマガ
ジンなどICTを活用した情報発信を拡充する。

【指標（目標値）】
・ホームページ閲覧件数（H22：134万件⇒H28：150万件）

≪進捗管理項目（実績）≫
・メールマガジン登録者数（H23：1,162人）
・ホームページ閲覧件数（H23：1,115,130件）

地方創生推進課

（H28年度までの取組み）
　公式ツイッター及びフェイスブックに取り組
み、速やかできめ細やかな情報発信に努め
た。
　防災面の強化を図り、速やかで充実した情
報提供に努める。

A
[Ｈ27：C]

【ホームページ閲覧件数】
目標値　H28：150万件
実績　H23：111万件→H24：100万件→H25：104万件
　　　　→H26:97万件→H27:92万件→H28:112万件

≪メールマガジン登録者数≫
実績　H23：1,162人→H24：1,167人⇒廃止

【ホームページ閲覧件数】
達成率：3％
対H23年度比：101％
前年度比：122％
達成状況等：情報伝達手段がホーム
ページからツイッター等のＳＮＳへの利
用に変わってきている面もある。（公式
facebook、公式ツイッターの件数は含
めていない）
緊急メールの充実など防災面の情報
提供は強化していく。

《13》

　CATV事業の状況を検証し、市民ニーズに
合った行政情報の充実により加入の促進を図
る。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・ケーブルテレビ接続率（H22：65.7%⇒H28：70%） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
地域情報（イベント、ニュース、出来事等）は、
となみ衛星通信テレビ㈱独自番組内での放
送。行政番組は市民の方の関心の高いと思
われる小学校入学・卒業式、中学校の卒業式
を放送した。

A
[Ｈ27：A]

【ケーブルテレビ接続率】
目標値　H28：70％
実績　H23：67.6％→H24：68.0％→H25：68.3％
        →H26：68.5％→H27：68.8％→H28：68.9％
※H25実績公表値の変更により、目標値および実績値を
接続率とした。

【ケーブルテレビ接続率】
達成率：54％
対H23年度比：102％
前年度比：100％
達成状況等：ＣＡＴＶの特性を活かした
魅力的な映像の配信と複合サービス
の展開により接続率は高まりつつある
が、より魅力ある行政情報を発信し、
番組内容を充実させたい。

《14》
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供
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　職員が講師を務める出前講座における各種
制度や市政情報の提供の充実を図り、市政へ
の市民参画を促進する。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・出前講座メニュー数（H23：39講座⇒H28：80講座）
・出前講座開催回数（H23：40回⇒H28：80回） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
講座メニューの増加、PRの効果により取組み
を進めた。

A
[Ｈ27：A]

【出前講座メニュー数】
目標値　H28：80講座
実績　H23：39講座→H24：70講座→H25：84講座→H26：
94講座→Ｈ27：80講座→H28:83講座
【出前講座開催回数】
目標値　H28：80回
実績　H23：40回→H24：46回→H25：69回→H26：43回→
Ｈ27：50回→H28：50回

【出前講座メニュー数】
達成率：107％
対H23年度比：213％
前年度比：104％
【出前講座開催回数】
達成率：25％
対H23年度比：125％
前年度比：100％
達成状況等：講座メニューの増加、PR
の効果により取組みを進める。

《15》

《16》

③ＩＣＴの活用による行政サービスの拡充

　本人確認システムの確立による証明書の交
付申請、市税の電子申告などの電子オンライ
ンシステム化を推進する。

【指標（目標値）】
・インターネットを利用している市民の割合（H23：56.8%⇒
H28：70%） 地方創生推進課

（H28年度までの取組み）
　図書予約や施設予約システムの運用
　確定申告、地方税申告等の更なる啓発
　マイナンバー導入にあわせた手続簡素化準
備

A
[Ｈ27：A]

【インターネットを利用している市民の割合】
目標値　H28：70％
実績　H23：56.8％→H24：62.9％→H25:62.8％
　　　　→H26:65.4%→H27:75.7%→H28:78.2%
<<e-tax申告者数>>
H23：3,042 →H24：3,045 →H25:2,491
　　　　→H26:2,744 →H27:2,980→H28:3,202

【インターネットを利用している市民の
割合】
達成率：162.％
対H23年度比：138％
前年度比：103％
<<e-tax申告者数>>
対H23年度比：105％
前年度比：107％,
達成状況等：利用者数はパソコンによ
るインターネット利用を集計している。
スマートフォンによるインターネット利
用も含めると、今後も増加していくと思
われ、行政手続きの電子オンライン化
を進める。

《17》
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　サービス機能の拡充により利便性を高める
ことで、住民ICカードの利用普及を推進する。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・住基カード・個人番号カード発行率（H22：58.2%⇒H28：
65%）
・住基カード・個人番号カードを利用した証明書の交付率
（H22：35.5%⇒H28：41%）

市民生活課

（H28年度までの取組み）
 有効期限満了となった住基カードから個人番
号カードへの切り替えを推奨するとともに、引
き続きコンビニ交付サービスの利用促進を図
るため、広報や啓蒙用ティッシュ配布によりPR
を行った。

C
[Ｈ27：C]

【住基カード有効率】
実績　H22：58.2％→H23：58.8％→H24：59.4％→H25：
60.6％→Ｈ26：59.5％→H27：44.1％→H28：35.0%
【個人番号カード有効率】H27：3.8%→H28：9.3％
【住基カード・個人番号カード有効率】H27：47.8％→H28：
44.3％

【住基カード・個人番号カードを利用した証明書の交付
率】(自動交付機、コンビニ交付利用)
実績　H22：35.5％→H23：34.5％→H24：35.5％→
H25:36.2％→Ｈ26：35.0％→H27：20.2%→H28：15.5％

※参考
住基カード有効数　H22：31,670→H23：32,230→H24：
32,558→H25：32,839→H26：31,859→H27：23,334→H28：
18,284
個人番号カード有効数　H27：1,988→H28：4,865
証明書発行全体件数 H22：50,452件→H23：49,445件→
H24：50,695件→H25：49,972件→H26：46,299件→H27：
44,808件→H28：43,876件
自動交付機、コンビニ利用件数  H22：17,910件→H23：
17,068件→H24：17,995件→H25：18,067件→H26:16,219
件→H27：9,052件→H28：6,800件

【住基カード・個人番号カード有効率】
達成率：-234％
対H23年度比：75％
前年度比：93％
達成状況等：広報、啓蒙用ティッシュ配布
等で利用促進の啓蒙に努めたが、住基
カードの有効数は昨年度より5,050枚の減
少に対し、個人番号カード有効数は2,173
枚しか増加しておらず、住基カードと個人
番号カードを併せた有効率は昨年度より
4,7%下回った。個人番号カードに印鑑登録
証サービスを乗せていないことと、個人番
号カードそのものの必要性が明確ではな
く、有効期限切れの住基カードから印鑑登
録証にのみ引替えし、個人番号カードに引
替しない市民が多いためと思われる。個人
番号カードの普及はカードの付加価値によ
り進むものと思われ、市が単独で事業推進
できるものでなく、市は国の動向にあわせ
るしかない。
【住基カード・個人番号カードを利用した証
明書の交付率】
達成率：-292%
対H23年度比：45％
前年度比：77％
達成状況等：平成27年4月から福光以外の
町部の自動交付機が廃止となったことによ
り、全証明書数に対する自動交付機による
証明書発行率が平成26年度までは35%に
達していたものが平成27年度は20.2%、平
成28年度は15.5%にまで下がった。 コンビ
ニ交付対応の住基カードや個人番号カード
所有者に対して、コンビニ交付の利便性が
周知されていないことが原因の一つと思わ
れる。

《18》
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　インターネット上で提供しているGISを活用し
た地図情報に防災、福祉関係情報等を提供
し、システムの充実を図る。

≪進捗管理項目（実績）≫
・市ホームページによる公開GIS情報数（H23：7情報） 地方創生推進課

（H28年度までの取組み）
　ホームページのリニューアルに合わせて利
用しやすいＧＩＳに更新。レイヤー情報の充
実。公開ＧＩＳのオープンデータ化。

B
[Ｈ27：B]

≪市ホームページによる公開GIS情報数≫
実績　H23：7情報→H24：7情報→H25：7情報
　　　　→H26:7情報→H27:7情報→H27:7情報→H28:7情
報

≪市ホームページによる公開GIS情報
数≫
対H23年度比：100％
前年度比：100％
進捗状況等：公開ＧＩＳ情報は合併時
より公開できる情報を厳選していること
から新たなメニューの追加想定してい
ない。

④行政手続きの簡素化による行政サービスの迅速化

　インターネットを利用して自宅や職場から各
種行政手続きができる各種申請や届出の電
子化を推進する。

26実施
（27～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・インターネット支払状況照会サービス登録者数（H23：
104件）
・Web施設予約可能施設数（H23：38施設）
・Web図書予約利用件数（H23：3,908件）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
・定期的に支払いのある債権者へＰＲ用チラ
シ等を郵送し利用促進を図った。又、市報へ
の掲載、TSTでの放映を実施した。（H23）
・常時、ホームページで広報するとともに会計
課及び担当課へ電話で支払い状況を確認さ
れる債権者へサービス内容をPRした。又、入
札待合コーナーにＰＲチラシを配置した。
・インターネットを利用したふるさと寄附申請が
可能となった。

・施設管理システムのＣＡＴＶ利用の実証実験

A
[Ｈ27：A]

≪インターネット支払状況照会サービス登録者数≫
実績　H23：104件→H24：146件→H25：159件→H26:162
件→H27:162件→H28：163件
≪Web施設予約可能施設数≫
実績　H23：38施設→H24：38施設→H25：38施設→H26：
38施設→H27：38施設→H28：38施設
≪Web図書予約利用件数（予約件数のうちWeb予約割
合≫
実績　H23：3,908件(29.9%)→H24：5,009件(34.6%)→H25：
6,022件(36.0%)→
H26：6,749件(37.9%)→H27：7,032件(41.1%)→H28：7,378
件(43.3%)

≪インターネット支払状況照会サービ
ス登録者数≫
対H23年度比：157％
前年度比：101％
進捗状況等：近年,登録者数は横ばい
の状態であり、照会を希望している債
権者のほとんどの方が利用登録され
たと考えられる。
≪Web施設予約可能施設数≫
対H23年度比：100％
前年度比：100％
進捗状況等：施設予約については、施
設管理側の積極的な取組協力が必要
で施設の指定管理化が進む中で汎用
的なソフトウェアの導入が難しい
≪Web図書予約利用件数≫
対H23年度比：189％
前年度比：105％
進捗状況等：Webによる予約件数・割
合共に増加傾向。
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Ⅱ　健全な財政基盤の整備　【足腰の強い財政運営】

（１）財政の健全化

①歳出経費の徹底的な削減と公有財産の整理合理化

取組内容 実施年度 指標・進捗管理項目 統括部署

(H28年度までの取組み）

Ｈ23との比較

A:前進
B:現状維持
C:後退

D:未着手
[Ｈ27判定]

実績等（～H28年度）

 【指標】・・・H28目標値を設定した取組
　<<進捗管理項目>>･･･数値等の推移の把握

H28達成率：
対H23年度比：
前年度比：
進捗状況等：

指標
No

　業務執行全般に係る経費の節減を促進する
ため、年度内における計画的な執行に努め
る。
　市が支出する補助金に終期を設定し、事務
事業評価結果などをもとに目的を達成した補
助金（補助事業）を終了する。
　公共施設再編計画に基づく公共施設の統廃
合を進め、維持管理経費の削減に努める。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・経常収支比率（H23:78.2%→H24：84.4%→H28：90%） 財政課

（H28年度までの取組み）
地方債の繰上償還による利子償還額の将来
負担の軽減を図ってきたほか、H27年度当初
予算から、3年続けて△３％のマイナスシーリ
ングを設定し、経常経費の縮減に努めてき
た。
また、H27年度に策定した南砺幸せなまちづく
り創生総合戦略に掲げられた事業の着実な
進捗を図るため、H29年度からH31年度までに
必要と見込まれる一般財源所要額を基金とし
て積み立てたほか、H28年度3月補正予算で、
公共施設再編計画に基づく将来における財源
不足に備えるため、公共施設等再編基金に
5.2億円積み立てを行った。
また、臨時保育士の処遇改善（賃金）のため
に必要となる向う10年間の所要額として、2.07
億円をすこやか親子子育て基金に積み立て
た。

A
[Ｈ27：A]

【経常収支比率指標（目標値）】
目標値　H28：90％
実績　H23：78.2%→H24：84.4％→H25：77.3％→
　　　　H26：81.4％→H27：79.8％→H28：83.0％

H28年度は、H27年度と比較して降雪量が多く、除雪に
要する経費が約2.05億円増加したほか、普通交付税に
おいて、H27年度実施の国勢調査人口がH28年度算定
から反映されることとなった影響等から、前年度と比較し
て約7.97億円減少した結果、比率を押し上げた要因と考
えられる。H29年度以降についても、引き続き、公債費に
占める経常一般財源の増加が見込まれるほか、普通交
付税の合併算定替による段階的縮減による一般財源総
額の減少が見込まれることから、物件費や補助費等の
経常経費の削減を図り、経常収支比率の健全化を目指
す必要がある。

【経常収支比率指標（目標値）】
達成率：　108％
対H23年度比：　106％
前年度比：　104％
達成状況等：計画策定時は、経常収
支比率が大きく上昇してしまうと予想さ
れていた。市町村では、75％が適正と
されており、Ｈ28の比率はH27よりも増
加していることから、今後も経常経費
の縮減に努め、この水準を確保してい
くこととする。
※達成率=H28目標値/H28実績値とし
た

《20》
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　財政指標などを活用しながら、市民が理解し
やすく、総合的に把握が可能となるよう財政
状況の公表方法を充実する。
　新規市債の発行にあたっては、後年度元利
償還が交付税で措置される有利な起債を最
優先に借り入れするものとする。
　後年度の利払い負担軽減のため積極的に
繰上償還を実施するとともに、将来の償還額
負担に対応するため減債基金の充実を図る。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・実質公債費比率（3か年平均）（H24：10.1%⇒H28：16%）

財政課

（H28年度までの取組み）
平成18年度より、前年度繰越金を財源として
継続的に10億円程度の繰上償還を実施して
きた。
今後は、地方財政法の規定に基づき前年度
繰越金を財源として繰上償還を実施して利払
いの将来負担の軽減を図る。また、減債基金
の計画的な繰入を実施することで、必要とされ
る一般財源所要額の確保に努めることとす
る。

A
[Ｈ27：A]

【実質公債費比率（3か年平均）】
目標値　H28：16％
実績　H23：12.4％→H24：10.1％→H25：8.1％→
         H26：7.2％→H27：6.1％→H28:4.7％

※H28実施の繰上償還( 1,096,766千円）に伴う将来負担
の軽減（将来利子負担の軽減）・・・51,335千円

【実質公債費比率（3か年平均）】
達成率：340％
対H23年度比：　38％
前年度比：　77％
達成状況等：計画策定時は、実質公
債費比率が上昇してしまうと予想され
ていたが、近年比率は減少してきてお
り、当初計画値よりも確実に改善して
きている。今後も引き続き繰上償還を
実施し適正な比率を維持していくことと
する。
※達成率=H28目標値/H28実績値とし
た

《21》

　庁内事務や庁舎管理経費の執行にあたり、
目標の設定や管理様式の統一、定期的な進
捗管理、成果測定等を行い、PDCAマネジメン
トサイクルを定着させることで、事務改善を推
進し、庁費の節減や事務の効率化を図る。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・8庁舎光熱水費（H23：45,323千円／電気料：30,959千
円、上下水道料：3,509千円、プロパンガス：2,803千円、
重油・灯油：8,052千円）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
地球温暖化防止チェック A

[Ｈ27：A]

≪・8庁舎光熱水費≫
実績　H23：45,323千円（電気料：30,959千円、上下水道
料：3,509千円、プロパンガス：2,803千円、重油・灯油：
8,052千円）→　H24：45,480千円（電気料：30,183千円、
上下水道料：3,213千円、プロパンガス等：3,239千円、重
油・灯油：8,845千円）→　H25：46,429千円（電気料：
31,054千円、上下水道料：3,297千円、プロパンガス等：
3,267千円、重油・灯油：8,812千円）→　H26：46,230千円
（電気料：32,503千円、上下水道料：3,101千円、プロパン
ガス等：3,055千円、重油・灯油7,571千円）→　H27：
40,655千円（電気料：29,531千円、上下水道料：2,848千
円、プロパンガス等：2,501千円、重油・灯油5,775千円）
→　H28：42,019千円（電気料：29,572千円、上下水道料：
2,872千円、プロパンガス等：2,833千円、重油・灯油6,742
千円）

≪・8庁舎光熱水費≫
対H23年度比：93％
前年度比：103％
進捗状況等：引き続き節約に努める。
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　委託業務の内容を再点検し、業務内容の集
約化、標準化、適正化などにより経費の削減
を図る。

24実施
（25～継続） 行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
・複合機の一括リース契約
・河川公園維持管理経費の縮小（業務内容及
び回数の削減）
・複合施設の消防施設点検の集約
・特定健診受診勧奨対象者の見直し

A
[Ｈ27：A]

進捗状況等：委託業務の業務内容に
ついて、再点検を行っている。

　未利用普通財産の売却、貸付を進め効率的
な財産管理を図る。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・普通財産保有面積（山林を除く土地）（H23：24.6ha⇒
H28：17.5ha）

≪進捗管理項目（実績）≫
・普通財産貸付面積（土地）（H23：38.2ha）

財政課

（H28年度までの取組み）
　　売却可能資産や未利用普通財産の洗い出
しを進め売却可能資産の売払を行い、それが
困難な財産は貸付等による有効活用に努め
た。H27年度から部局横断の普通財産処分審
査会を設置・運営し、未利用普通財産の適正
かつ有効な処分について取り組んだ。
　また、民間のノウハウ・ネットワークを活用す
るため、県内の宅建2団体と市有地売却の媒
介に関する協定を締結し情報交換等の連携を
しながら、市有地売却の取り組みを推進した。

B
[Ｈ27：B]

【普通財産保有面積（山林・その他を除く土地（宅地・田
畑））】
目標値　H28：17.5ha
実績　H23：24.6ha→H24：26.4ha→H25：28.1ha→H26：
28.9ha→H27：27.7ha→H28：27.5ha

≪普通財産貸付面積（土地）≫
実績　H23：38.2ha→H24：39.9ha→H25：40.8ha→H26：
41.1ha→H27：41.9ha→H28：41.8ha

【普通財産保有面積】
進捗率：  -41%
対H23年度比： 112%
前年度比： 99%
進捗状況等： 公共施設の統廃合に伴
う普通財産の増加により普通財産は
増加傾向である（H28については、普
通財産2,578㎡の売却と普通財産から
行政財産への用途変更があり、若干
減少した。）

≪普通財産貸付面積（土地）≫
対H23年度比： 109%
前年度比： 100%
進捗状況等：工事の現場事務所、資
材置場等としての短期有償貸付が減
少した。

《22》
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　車両の更新時期にあわせて効率的な管理
体制を構築する。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・公用車台数（H23：316台⇒H28：300台）

財政課

（H28度までの取組み）
削減計画に基づき、平成２０年度より公用車を
計画的に削減、平成２１年度には代替として
低公害車を導入した。
平成２６年度は更新車両を軽自動車に変更
し、経費削減に努めた。

B
[Ｈ27：C]

【公用車台数】
目標値　H28：300台
実績　H23：316台→H24：311台→H25：313台→H26：316
台
       　→ Ｈ27：322台→H28：316台

【公用車台数】
進捗率：0%
対H23年度比：100%
前年度比：98%
進捗状況等：共済保険加入台数で計
上しており、加入台数には除雪機等も
含んでいる。一般車両は減少している
が作業機械や地域包括医療・ケア局
の業務用車両は増えている。
今後については、除雪機や作業用車
両は必要に応じ増加するほか訪問看
護職員の増があれば車は増加する。

《23》

②税収納の徹底と公共料金の見直しなどによる自主財源の確保

　市税や各種使用料金等の収納強化期間の
設定や臨戸訪問の強化により収納率の向上
を図るとともに滞納者の増加を抑制する。
　市税・使用料等の納付に著しく誠実性を欠く
者に対しては、滞納整理を強化する。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・滞納整理による収納率（市税の過年度滞納分）
（H22：14.7%⇒H28：20%）

≪進捗管理項目（実績）≫
・口座振替率（H23：74.7%）

税務課

（H28年度までの取組み）
　・臨戸徴収及び電話催告の集中実施
　・国保短期証更新時に納税相談を実施
　・高額療養費等還付金の充当承諾取付の推
　　進
　・滞納整理、処分の強化
　・各税目、各期現年度未納者へ電話催告の
　　実施

C
[Ｈ27：C]

【滞納整理による収納率（市税の過年度滞納分）】
目標値　H28：20％　（一般会計）
実績　H22：14.71％⇒H23：13.89％⇒H24：15.32％⇒
H25：14.47％⇒H26：18.14％⇒H27：11.46％⇒H28：
12.87％

≪口座振替率≫
実績　H23：74.7％⇒H24：74.8％⇒H25：74.9％⇒H26：
74.7％⇒H27：74.4％⇒H28：78.3％

【滞納整理による収納率】
達成率：-17％
対H23年度比 ：93％
前年度比 ： 112％
≪口座振替率≫
対H23年度比 ：105％
前年度比 ： 105％
達成状況等 ：過年度滞納（滞納繰越
分）の収納率では、現年度電話催告を
実施し、滞納額の繰越を抑え、微増な
がらも徴収額が増収となった。一方、
新たな滞納額も発生している。現年度
の未納額を縮減する取組みを強化す
る。

《24》
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　関係課が連携して滞納管理システムを構築
するとともに、滞納整理情報の一元管理によ
り、計画的かつ効率的な滞納対策を実施す
る。

26実施
（27～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・差押え件数（H23：25件） 税務課

（H28年度までの取組み）
　・情報の共有体制の整理 A

[Ｈ27：A]

≪差押え件数≫
実績　H23：25件⇒H24：39件⇒H25：58件⇒H26：54件⇒
H27：84件⇒H28：145件

≪差押え件数≫
対H23年度比：580％
前年度比　　 ：173％
進捗状況等　：幅広く財産等調査を行
い、税充当可能な財産が確認できれ
ば差押を実行している。

　使用料や手数料等の受益者負担について、
市民の理解を得ながら社会経済情勢の変化
等に応じた適正な料金を設定する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・適正化の状況（H23：下水道受益者負担（分担）金の基
準を統一）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　公共施設の利用状況及び維持管理経費を
分析することで、一人当たりの維持管理経費
を明らかにし、H28に観光施設、スキー場、温
泉施設、公園について利用料金を見直した。

A
[Ｈ27：A]

≪適正化の状況≫
実績　H23：下水道受益者負担（分担）金の基準を統一
→H24,H25,H26,：取組実績なし
H27:マネジメントシステムを活用した公共施設の維持管
理経費や利用条件等を行った。
H28：観光施設、スキー場、温泉施設、公園等、10条例
について利用料金を改正した。

進捗状況等：公共施設白書を作成す
ることにより、利用状況、維持管理経
費を分析し、一人当たり維持管理経費
を明らかにした上で、今後の利用動向
を踏まえて適正な利用料金を検討し
た。

　広報なんと、市ホームページ等の広報媒体
や業務用封筒などへの有料広告の掲載を促
進する。市刊行物の有料化等あらゆる分野に
おいて柔軟な発想で自主財源の確保に努め
る。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・有料広告掲載による収入（H23：1,370.4千円／広報な
んと768千円、市ホームページ380千円、市営バス車体
134.4千円、公演情報ガイド「ジョイント」88千円）

南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
広告主募集に向けて、広報紙やホームペー
ジ、ケーブルテレビ等を通して募集告知を行
い、自主財源確保に取り組んだ。

A
[Ｈ27：A]

≪有料広告掲載による収入≫
実績　H23：1,440.4千円→H24：1,222千円→H25：1,571.4
千円
→H26：1,864千円→H27：1,403.4千円→H28：1,517千円
（広報なんと：744千円、市ホームページ：96千円、広報
保存用ファイル：180千円、市指定可燃物用ごみ袋：350
千円、市営バス：147千円）

≪有料広告掲載による収入≫
対H23年度比：105％
前年度比：108％
進捗状況等：各種媒体を活用して告知
を行い、引き続き、自主財源確保に取
り組む。

48
債権管理
の一元化

49
受益負担
の適正化
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広報紙等
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　広告媒体となり得る行政資源（公共施設や
イベント等）を積極的に活用し、自主財源の確
保に努める。

26実施
（27～継続） 行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　全課取組なし D

[Ｈ27：D]

進捗状況等：一部の体育館ではプロス
ポーツの興行を行なっているが、メ
ジャーなメディアに取り上げられる頻度
が低く、企業の広告宣伝としては難し
い面があった。

③公共事業の見直しと公共工事の適正なコスト縮減
　合併特例期間の終了や将来の財政計画を
踏まえて、各種公共事業計画を点検し見直
す。

24実施
（25～継続） 行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
安全・安心な道路整備５箇年計画の策定、市
道橋梁長寿命化修繕計画の策定、公営住宅
長寿命化計画の策定、水道事業経営戦略の
策定、下水道事業経営戦略の策定、辺地総
合整備計画の見直し

A
[Ｈ27：A]

進捗状況等：各種インフラの整備計画
策定や見直しを行った。今後、公共施
設等総合管理計画に基づき、各公共
施設についても計画的な修繕等を進
める。

　南砺市における導入の可能性、市内業者の
意向等を踏まえて検討する。

26実施
（27～継続） 財政課

（H28年度までの取組み）
・他市の状況の把握 D

[Ｈ27：D]

≪電子入札導入に係る進捗状況≫
・Ｈ28実績→具体的な導入計画の策定無し。

≪電子入札導入状況≫
進捗状況等：電子入札は県内では富
山県、富山市、高岡市で実施してい
る。高岡市で年間1,000万円の経費を
掛けていると聞いており、南砺市への
導入は県下一斉などのタイミングが妥
当と考えており近隣市町村の動向を見
ながら検討する。

51
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④補助金・交付金等の整理合理化と交付制度の見直し

　各種補助金については、市民ニーズの変化
や成果等を総合的に評価し、効率的で効果的
な内容となるよう見直しを進めるとともに、原
則として終期を設定する。
＜奨励的補助金＞
　達成目標を設定した計画的な実施に努め、
費用対効果の低いものは早期に見直す。
＜各種団体運営補助金＞
　補助対象団体の公共性や公益性、行政が
補助する妥当性・必要性を精査し、団体運営
補助から事業補助への組換えや補助ルール
の明確化など一層の透明化を進める。
＜事業補助金＞
　利用しやすく効果の高い補助事業となるよ
う、PDCAサイクルに基づく見直しを行う。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・廃止した補助金（H23：5件/2,820千円） 行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
　補助金交付制度の見直し検討 A

[Ｈ27：A]

進捗状況等：実施団体の経理状況、
補助の目的・効果を検討し、縮減に努
めている。

54
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⑤地方公営企業の経営健全化

　地方公営企業の経営の総点検を行い、将来
の運営・投資について採算性を検討し、民間
的経営手法の導入促進及び計画性・透明性
の高い企業経営を推進する。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・水道事業有収率（H22：74.9%⇒H28：85%）
・下水道事業有収率（H22：77.8%⇒H28：85%）
・医業収支比率（H22：86.8%⇒H28：95%）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
・水道事業：漏水調査、鉛給水管の取替、老
朽管敷設替を行い、漏水事故の未然防止、早
期修繕に取り組むことで有収率向上を目指す
・医業：公営企業法の改正に合わせ既存制度
の見直しを実施。医療法改正に伴う病院機能
の見直し、県の地域医療構想策定に対応する
病院機能のあり方を検討する。
・下水道事業：管洗浄　L＝2,614ｍ、内面補修
73箇所、人孔補修68箇所、公共ﾏｽ補修4箇所
等
・医業：公営企業法の改正に合わせたシステ
ムの実施
（H28年度以降の取組み）
・水道事業：継続して漏水調査、鉛給水管の
取替、老朽管敷設替を行うことで、漏水事故
の未然防止、早期修繕に取り組む。
・医業：医療法改正に伴う病院機能の見直し、
県の地域医療ビジョン構想策定に対応する病
院機能のあり方を引き続き検討し、新病院改
革プランを策定する。

A
[Ｈ27：A]

【水道事業有収率】
目標値　H28：85％
実績　H23：79.3％→H24：80.5％→H25:80.6％→H26：
80.0％→H27：79.8％→H28：76.9％
【下水道事業有収率】
目標値　H28：85％
実績　H22：77.8％→H23：78.2％→H24：80.2％→H25：
77.8％→H26：77.6％→H27：80.3％→H28：79.7％
【医業収支比率】
目標値　H28：95％
実績　H22：86.8％→H23：87.4％→H24：88.6％→H25：
84.2％→H26：82.8％→H27：84.2％→H28：87.5％

【水道事業有収率】
達成率：-42％
対H23年度比：97％
前年度比：96％
達成状況等：老朽管更新や漏水調査
により漏水箇所の減少は図られつつ
も、大規模な突発漏水等もあり継続的
な有収率向上に至っていない。
【下水道事業有収率】
達成率：22％
対H23年度比：102％
前年度比：99％
達成状況等：不明水調査、補修工事を
実施し、一定の効果があった。しかし
降雨時の流入水量の増加、新たな不
明水の流入もあり、今後も不明水調査
の量的拡充と管補修を実施していく。
【医業収支比率】
達成率：1％
対H23年度比：100％
前年度比：104%
達成状況等：地域包括ケア病床の転
換等で入院収益が増となり、費用も給
与費、材料費等の減などから、事業収
支は前年度よりも改善した。新南砺市
立病院改革プランに基づき、病院事業
収支改善に引き続き取り組む。

《25》

《26》

《27》
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（２）定員管理と人件費の適正化

①組織再編や業務の整理合理化に伴う職員数の削減

　適正な業務の執行を確保し、計画的な職員
配置や定員管理を行うため、定員適正化計画
による適正な定員管理を推進する。

27実施
（28～継続）

【指標（目標値）】
・職員数（病院事業会計職員を除く）（H23：707人⇒H28：
647人）

総務課

（H28年度までの取組み）
第2次定員適正化計画の遂行（H28～H32) A

[Ｈ27：A]

【職員数（病院事業会計職員を除く）】
目標値　H27：647人（第１次計画最終目標）
　　　　　H28：582（第２次計画H32には566人）
※第２次計画では病院に加えて訪問看護ステーション、
包括支援センター等も対象外としたため、対象者に差異
がある。
実績　【第１次計画】H23：707人→H24：702人→H25：678
人→H26：666人→H27：641人
　　　【第２次計画】H28：576人

【職員数（病院事業会計職員を除く）】
達成率：【第１次計画】H27=110％
　　　　　【第２次計画】H28=17％
対H23年度比：【第１次計画】91％
前年度比：※第２次計画は１次と対象
者が違うため比較出来ない
達成状況等：第１次計画はH27に達成
済。H28は第２次計画の計画との比較
で目標は達成している

《28》

　特定業務の繁忙期において、所管課を超え
た職員間の応援体制で市民サービスの充実
を図る。

24実施
（25～継続） 総務課

（H28年度までの取組み）
H24から平・上平行政センター担当職員各１名
づつを文化･世界遺産課と併任
特定業務の繁忙期において職員の応援体制
を実施

A
[Ｈ27：A]

実績　　確定申告事務、選挙事務、遊休普通財産の売
却体制の整備、HP作成事務、災害業務対応

進捗状況等：必要に応じて、柔軟に協
業している。

　事務事業の廃止・休止、業務執行の効率化
などを通じ時間外勤務手当を削減する。
　代休振替制度や勤務日の割振りを適切に行
うこと、業務の内容によっては、フレックス制を
導入するなど勤務時間の弾力的運用により時
間外勤務手当の削減を図る。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・時間外勤務手当支給額（2病院を除く）（H23：51,800千
円） 総務課

（H28年度までの取組み）
代休振替制度や勤務時間の弾力的運用によ
り時間外勤務手当の削減を図る

C
[Ｈ27：C]

≪時間外勤務手当支給額（病院を除く）≫
実績　H23：51,800千円→H24：58,306千円→H25：54,666
千円→H26：62,639千円→H27:54,716千円→H28:95,997
千円
(選挙及び国政調査に係る時間外を除いた実績
　　　　H23：41,614千円→H24：31,482千円→H25：41,117
千円→H26：50,540千円→H27:53,810千円→H28:60,330
千円)

≪時間外勤務手当支給額≫
対H23年度比：185％
前年度比：175％
進捗状況等：定員適正化計画による
人員削減により、時間外勤務が増えて
いる面がある。

58
時間外勤
務手当の
削減

56

57
部局を超
えた協業
体制実施

定員適正
化計画に
基づく職
員定数の
適正化
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　特殊勤務手当については、県内市町村の実
態を調査し、社会情勢や職場環境の変化等を
踏まえてＨ24年度から見直しを行う。

24実施
（25～継続） 総務課

（H28年度までの取組み）
・税務業務手当・・・徴収業務に係るものは300
円、滞納処分に係るものは450円。
・用地交渉手当・・・300円。

A
[Ｈ27：A]

≪特殊勤務手当支給額≫
実績　H23：970千円→H24：629千円→H25：765千円→
H26：703千円→H27:810千円→H28:662千円

≪特殊勤務手当支給額≫
対H23年度比：68％
前年度比：82％
進捗状況等：H24の見直し改正により、
少し減少したが、それ以降は大きな差
はない。

（３）人材育成の推進と多様な人材の確保

①人材育成基本方針に基づく人材育成

　人材育成基本方針の目指す職員像を実現
するために、職員研修の充実を図る。

24実施
（25～継続） 総務課

（H28年度までの取組み）
地方分権社会に対応できる職員を育成するた
めに職場研修・派遣研修・自己啓発研修を効
果的に実施

A
[Ｈ27：A]

実績　特にマネジメント能力、政策立案能力、人事評価
能力、事務事業評価能力、市民との協働を行っていくた
めのコミュニケーション能力の養成に努めた。

進捗状況等：資質の向上を目指した職
員研修に取り組んでいる。

②実務研修や自己啓発等を適切に組み合わせた人材育成

　職員一人ひとりの能力開発及び意識改革を
図るとともに、職責に応じた知識や技術を習
得させるため、職員研修計画を充実する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・研修実施回数（H23：40回）
・延べ受講者（職員）数（H23：566人） 総務課

（H28年度までの取組み）
①自己啓発研修②職場研修（階層・専門研
修）③派遣研修④特別派遣研修⑤研修担当
課等主催研修

C
[Ｈ27：B]

≪研修実施回数≫
実績　H23：61回→H24：64回→H25：61回→H26：64回→
H27:56回→H28:54回
≪延べ受講者（職員）数≫
実績　H23：566人→H24：588人→H25：567人→H26：510
人→H27:567人→H28:422人

≪研修実施回数≫
対H23年度比：88.5%
前年度比：96.4%
≪延べ受講者（職員）数≫
対H23年度比：74.6%
前年度比：74.4%
進捗状況等：職員数の減により受講者
数も減った。今後は研修回数を増やし
ている。

61

職員研修
計画に基
づく研修
の実施
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特殊勤務
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　創造性豊かな職員の育成と柔軟で活力のあ
る行政運営を推進するため、政策提言から事
務・業務改善まで、組織目標を踏まえた職員
提案制度を全庁的に実施する。

24実施
（25～継続） 総務課

（H28年度までの取組み）
全庁的な提案制度は行っていないが、主任級
の職員を対象とした政策課題研修を行い、グ
ループ単位で実現可能な提案を研究・発表を
している。
H27年度はこれまでの主任級の職員を対象と
したものは廃止し、新たな取り組みとして、金
沢大学との連携した政策提言があった。
H28年度は行政改革の観点で事務改善等の
職員提案を実施し５件の実績があった。

A
[Ｈ27：B]

≪提案数≫
実績　Ｈ23：3→Ｈ24：3→Ｈ25：3→Ｈ26：3→H27：3→
H28：5

≪提案数≫
対H23年度比：167%
前年度比：167%
進捗状況等：全職員に対して事務改善
の提案を募集できた。

③職員相互間の連携強化や人事交流の実施

　分庁舎方式を採用し、地域行政センターを
設置していることから、調整会議の実施や事
務マニュアルの見直し・整備等により職員間
の連携や情報交換体制を充実する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
総務課

（H28年度までの取組み）
 定例庁議の開催・行政センター事務改善連
絡会（議題により担当課出席）

B
[Ｈ27：B]

<<窓口担当・担当課業務研修>>
H23：7回→H24：8回→H25：5回→H26：5回→H27：4回→
H28：1回

<<定例庁議開催実績>>
対H23年度比：14％
前年度比：25％
進捗状況等：必要に応じて行政セン
ター職員と担当課職員による研修会を
開催し、市民応対がスムーズになるよ
う連携している。

　ボランティア活動や市民との協働事業への
積極的な参加を推進し、職員の自己啓発とコ
ミュニケーション能力向上を目指す。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・地域活動への参画（H23：となみ青年会議所賛助会員3
人） 総務課

（H28年度までの取組み）
ボランティア活動や市民との協働事業への積
極的な参加を推進

A
[Ｈ27：A]

≪地域活動への参画≫
実績　H23：となみ青年会議所賛助会員3人→H24：とな
み青年会議所賛助会員4人→H25：となみ青年会議所賛
助会員4人→H26：となみ青年会議所賛助会員4人→
H27：となみ青年会議所賛助会員4人→H28：となみ青年
会議所賛助会員4人

≪地域活動への参画≫
対H23年度比：133%
前年度比：100%
進捗状況等：積極的に地域活動やボ
ランティア活動に取り組んでいる。

64
職員の地
域活動や
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　行政事務に関連した民間企業や他自治体
への職員派遣をとおして人事交流を進め、広
い視点から業務改善を自発的に行う体質に改
善します。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・派遣機関数（H23：9箇所）
・派遣人数（H23：34人） 総務課

（H28年度までの取組み）
国、砺波広域圏、南相馬市(H26年度で終了)、
武蔵野市との人事交流

A
[Ｈ27：A]

≪派遣機関数≫
実績　H23：9箇所→H24：10箇所→H25：10箇所→H26：
11箇所→H27：10箇所→H28：10箇所
≪派遣人数≫
実績　H23：34人→H24：36人→H25：33人→H26：29人→
H27：29人→H28：25人

≪派遣機関数≫
対H23年度比：111%
前年度比：100%
≪派遣人数≫
対H23年度比：73.5%
前年度比：86.2%
進捗状況等：継続して人事交流を行っ
ている。

④多様な人材の確保と専門的業務に対応した職員配置

　職員の能力や仕事の成果を公平公正に評
価するための能力評価（勤務評定）を実施し、
適正な人事異動や昇任の参考資料にするとと
もに、人材育成に主眼を置いたフィードバック
面談を実施し、上司と部下とのコミュニケー
ションの確立と組織の活性化を図る。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・人事評価実施職員の割合（H23：100%） 総務課

（H28年度までの取組み）
地方公務員法の改正により、H28から導入が
義務付けられた人事評価制度について本格
実施での運用を始めた

A
[Ｈ27：A]

≪人事評価実施職員の割合≫
実績　H23：100％→H24：100％→H25：100％→H26：
100％→H27：100％→H28：100％（本格実施）

≪人事評価実施職員の割合≫
対H23年度比：100%
前年度比：100%
進捗状況等：H28年度から本格実施を
開始

65

民間機関
や他団体
派遣によ
る人事交
流の推進
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人事評価
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施
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　社会情勢の変化に対応して適切な住民サー
ビスを提供するため、組織の改編や職員配置
の見直しを行う。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・組織改編（H23：児童育成課をこども課と子育て支援室
に再編）

行革・施設管理課

（H28年度までの取組み）
南砺で暮らしません課等の改編、行革・施設
管理課の移行、子育て支援室と子ども課の統
合、農政課と林政課の統合など

A
[Ｈ27：A]

≪組織改編の状況≫
実績　H23：児童育成課をこども課と子育て支援室に再
編→H24：文化課を文化・世界遺産課に名称を変え、平・
上平行政センターの担当職員を文化・世界遺産課と併
任→H25：行革・施設管理課、エコビレッジ推進課を改
編、企画情報課を政策推進課に観光課を交流観光まち
づくり課に名称変更→H26：南砺で暮らしません課を設
置し、総合的な定住政策の推進体制の強化を図る→
H27:政策推進課を地方創生推進課に課名変更、こども
課に子育て支援室を統合、農政課と林政課を統合し農
林課に、土木課を建設課に課名変更等→H28:行革施設
再編課を行革施設管理課に名称変更し施設管理係を設
置。住民生活課を市民生活課に名称変更。市民協働課
を南砺で暮らしません課に併合

進捗状況等：必要に応じて、人員の再
配置を行っている。

　専門的な事務事業に速やかに対応するため
には、その分野に精通した人材や意欲のある
人材を登用することが効率的であることから、
民間の職務経験者の採用や一定期間を定め
た雇用を実施する。

24実施
（25～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・人材の登用（H23：文化財保護業務専門員として一級
建築士を嘱託雇用） 総務課

（H28年度までの取組み）
H26から教養試験や専門試験を実施しない自
己アピール枠（上級）、H27には初級（一般行
政）、H28から保育士の自己アピール枠（中
級）を開始した。

A
[Ｈ27：A]

≪人材の登用の状況≫
実績　保育士の自己アピール枠（中級）を新たに実施し
た

進捗状況等：新規採用受験の条件を
変更し、多様な人材の確保に努める。

67
人員配置
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68
多様な人
材の登用
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Ⅲ　市民と共に取り組む市政の推進　【市民が主体の行政】

（１）公正の確保と透明性の向上

①情報共有の推進と説明責任の明確化

取組内容 実施年度 指標・進捗管理項目 統括部署

(H28年度までの取組み）

Ｈ23との比較

A:前進
B:現状維持
C:後退

D:未着手
[Ｈ27判定]

実績等（～H28年度）

 【指標】・・・H28目標値を設定した取組
　<<進捗管理項目>>･･･数値等の推移の把握

H28達成率：
対H23年度比：
前年度比：
進捗状況等：

指標
No

　各庁舎の情報公開コーナーの充実と開示情
報の充実を図る。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・情報公開コーナー設置情報件数（H23：85件） 総務課

（H28年度までの取組み）
各庁舎の情報公開コーナー及び開示情報の
充実

A
[Ｈ27：A]

≪情報公開コーナー設置情報件数≫
実績　H23：85件→H24：99件→H25：105件→H26：122件
→H27：129件→H28：126件

≪情報公開コーナー設置情報件数≫
対H23年度比：148％
前年度比：98％
進捗状況等：H28年度は前年度から微
減したが、年々情報公開コーナーは充
実しつつある。

　市民の広報づくりへの参加やホームページ
との連携など時代の要請に応じた取り組みを
進めながら、市民目線に立った広報づくりを推
進する。
　広報紙への行政施策特集記事（予算、決
算、各種計画等）の掲載や市長定例記者会
見、市政バスの実施により、市政情報の充実
を図る。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・市長定例記者会見の実施回数（H23：12回）
・市政バス実施回数/参加者数（H23：7回/187人） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
広報紙やホームページの内容充実を図り、市
民の方の見やすい、情報を収集しやすいもの
を目指した。また、南砺市のFacebookページ
の活用を図った。また、広報紙では、市が抱え
る課題や問題について子どもの視点から行っ
た提案等や市の施策を分かりやすく掲載する
ことで、子どもが読んでも理解できる紙面づく
りを実施。これにより幅広い市民の方との情
報の共有を図りながら課題解決に向けての糸
口を探った。

B
[Ｈ27：A]

≪市長定例記者会見の実施回数≫
実績　H23：12回→H24：12回→H25：12回
　　　　→H26：12回→H27：12回→H28：12回

≪市政バス実施回数/参加者数≫
実績　H23：7回/187人→H24：8回/134人→H25：8回
/191人→H26：7回/172人→H27:8回/202人→H28：8回
/182人

≪市長定例記者会見の実施回数≫
対H23年度比：100％
前年度比：100％
≪市政バス参加者数≫
対H23年度比：97％（参加者数ベース）
前年度比：90％（参加者数ベース）
進捗状況等：団体の申込が前年度と
比較して１団体増加した。今後は、き
め細いコース設定や参加しやすい環
境づくりを進めるとともに、広く市民に
周知を図る。
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　個人情報保護の観点から、行政における個
人情報の管理を徹底する。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・個人情報保護制度を適正に処理した割合（H23：
100％）
・情報公開制度を適正に処理した割合（H23：100％）

総務課

（H28年度までの取組み）
個人情報保護の観点から、行政における個人
情報の管理を徹底

B
[Ｈ27：B]

≪個人情報保護制度を適正に処理した割合≫
実績　H23：100％(4件)→H24：100％(7件)→H25：100％
(8件)→H26：100％(12件)→H27：100％(4件)→H28：
100％(4件)
≪情報公開制度を適正に処理した割合≫
実績　H23：100％(16件)→H24：100％(6件)→H25：100％
(7件)→H26：100％(7件)→H27：100％(1件)→H28：100％
(4件)

≪個人情報保護制度を適正に処理し
た割合≫
対H23年度比：100％,前年度比：100％
≪情報公開制度を適正に処理した割
合≫
対H23年度比：100％,前年度比：100％
進捗状況等：個人情報の管理を徹底
し、個人情報保護制度の開示請求及
び情報公開制度の開示請求があった
ものについては、適正に開示してい
る。

　行政手続きに関して、その審査基準、処理
期間、処分基準の明確化を図る。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・審査基準等の設定件数（H23：215件（法律の基づくも
の：129件、条例に基づくもの：86件）） 総務課

（H28年度までの取組み）
現状把握並びに地方分権改革及び法改正に
よる見直し

B
[Ｈ27：B]

≪審査基準等の設定件数≫
実績　H23：215件（法律に基づくもの：129件、条例に基
づくもの：86件）→H24：215件（法律に基づくもの：129件、
条例に基づくもの：86件）→H25：215件（法律に基づくも
の：129件、条例に基づくもの：86件）→H26：215件（法律
に基づくもの：129件、条例に基づくもの：86件）→H27：
1,375件（法律に基づくもの：790件、条例に基づくもの：
585件）→H28：1,375件（法律に基づくもの：790件、条例
に基づくもの：585件）

≪審査基準等の設定件数≫
対H23年度比：640％
前年度比：100％
進捗状況等：法律及び条例に基づき
適切に処理している。

②民意を反映する審議会・委員会の体制整備

　審議会、委員会等のうち公開で開催する会
議について、市ホームページ等で事前に告知
するとともに会議内容を公表する。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・公開した会議の件数（H23：30回）

南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
H24.7にまちづくり基本条例を施行し、会議を
原則として公開することとした。

A
[Ｈ27：A]

≪公開した会議の件数≫
実績　H23：30回→H24：74回（他に非公開会議1回）→
H25：66回→H26：70回→Ｈ27：77回→Ｈ28:74回

≪公開した会議の件数≫
対H23年度比：247％
前年度比：96％
進捗状況等：まちづくり基本条例の施
行により、会議の公開が進められた。
引き続き取組みを進める。

71
個人情報
の適正管
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72

73

審議会、
委員会等
の会議内
容の公開

行政手続
の適正化

-43-



　審議会、委員会、市民会議等の委員につい
て、意欲のある委員を公募により選任し、まち
づくりへの市民参画を推進する。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・公募件数（H23：2件）
・公募委員数（H23：7人） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
H24.7にまちづくり基本条例を施行し、公募委
員の制度を確立し、多くの応募があるよう周知
に努めた。

A
[Ｈ27：A]

≪公募件数≫
実績　H23：2件、H24：10件、H25：14件、H26：17件、Ｈ
27：15件、Ｈ28：20件
≪公募委員数≫
実績　H23：7人、H24：（公募数76人、応募数54人、選考
数52人）、H25：（公募数66人、応募数43人、選考数39
人）、H26：（公募数53人、応募数41人、選考数39人）、
H27：（公募数78人、応募数80人、選考数78人）、Ｈ28（公
募数65人、応募数71人、選考数65人）

≪公募件数≫
対H23年度比：1000％
前年度比：133％
≪公募委員数≫
対H23年度比：929％
前年度比：83％
進捗状況等：まちづくり基本条例の施
行により、公募委員の制度が確立され
た。引き続き多くの方の応募があるよ
うに周知に努める。

　男女共同参画社会の実現に向けて審議会、
委員会等における女性委員の登用を推進す
る。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・各種行政委員の中の女性委員の数（H22：126人%⇒
H28：153人）
・女性委員の登用率（H23：22.1%⇒H28：40%）

南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
H24.7にまちづくり基本条例を施行し、委員の
構成について、一方の性が７割を超えてはな
らないことを定め、女性委員の登用に努めた。

A
[Ｈ27：A]

【各種行政委員の中の女性委員の数】
目標値　H28：153人
実績　H22：126人、H23：126人、H24：125人、H25：145
人、H26：156人、H27：179人、Ｈ28：未調査
【女性委員の登用率】
目標値　H28：40％
実績　H22：24.9％、H23：22.1％、H24：21.6％、H25：
24.2％、H26：25.5％、H27：26.5％、Ｈ28：未調査

【各種行政委員の中の女性委員の数】
達成率：196％
対H23年度比：142％
達成状況等：まちづくり基本条例の施
行により、女性委員の数が増加してい
る。
【女性委員の登用率】
達成率：25％
対H23年度比：120％
達成状況等：まちづくり基本条例の施
行により、女性委員の数は増加してい
るが、率が伸びていない。今後、改選
される委員には、女性委員が増えるこ
とが想定できるので、引き続きまちづく
り基本条例の周知を図る。
※H28に調査を実施していないため、
H27実績による。

《29》

《30》
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③公聴制度の拡充

　市民の意見に耳を傾ける場として出前市長
室など広聴活動を実施することで、市民意見
や提言の機会を確保し、市民ニーズを的確に
把握する。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・出前市長室開催回数（H23：8回）
・市長への提言等受付件数（H23：70件） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
出前市長室を各地域毎に開催し、地域の意見
を聴取したほか、子ども議会の開設によって
対面による意見を聴取した。また、広報への
折込みや市ウェブサイトを活用して市長への
提言として個人からの意見や提言を聴取する
など市民からの意見聴取に努めた。

B
[Ｈ27：A]

≪出前市長室開催回数≫
実績　H23：8回→H24：8回→H25：8回→H26：8回→H27：
8回→H27：8回→H28：8回

≪市長への提言等受付件数≫
実績　H23：70件→H24：83件→H25：50件→H26：51件→
H27：71件→H28：49件

≪出前市長室開催回数≫
対H23年度比：100％
前年度比：100％

≪市長への提言等受付件数≫
対H23年度比：70％
前年度比：69％
進捗状況等：意見や提言等を聴取す
る機会の周知を図る。

　各施策の基本的な計画策定や重要な変更、
条例の制定・改廃について、市民等への説明
責任を果たすとともに、意見が提出しやすい
環境整備を行い、制度の円滑な運用を推進す
る。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・パブリックコメント実施件数（H23：2件）
・市民等からの意見提出件数（H23：7件） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
H24.7にまちづくり基本条例を施行し、意見公
募について定めた。また意見公募について、
わかりやすい周知に努めた。

A
[Ｈ27：A]

≪パブリックコメント実施件数≫
実績　H23：2件、H24：55件、H25:31件、H26:39件、H27：
32件、Ｈ28：44件
≪市民等からの意見提出件数≫
実績　H23：7件、H24：12件、H25：64件、H26:3件、H27：
11件、Ｈ28：9件

≪パブリックコメント実施件数≫
対H23年度比：2200％
前年度比：138％
≪市民等からの意見提出件数≫
対H23年度比：129％
前年度比：82％
進捗状況等：案件により意見提出件数
が左右されるが、まちづくり基本条例
施行により、引き続き周知を図る。
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（２）市民協働の市政の推進

①市民の自主的・主体的な地域活動や交流活動の支援

　新たな公共を担う部門であるNPO等への事
業委託など行政との協働事業を推進する。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・市内NPO法人数（H23：23団体⇒H28：30団体） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
設立、活動についての相談窓口 C

[Ｈ27：C]

【市内NPO法人数】
目標値　H28：30団体
実績　H23：23団体、H24：22団体、H25：23団体、
H26：23団体、H27：22団体、Ｈ28：20団体

【市内NPO法人数】
達成率：-43％
対H23年度比：87％
前年度比：91％
達成状況等：平成27年度の22団体か
ら平成28年度は20団体となったことか
ら達成率が伸びていない。、引き続き
設立・相談窓口として取組みを進め
る。

《31》
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　地域づくりに重要な役割を担うボランティア
活動を支援する。
　行政との役割分担を念頭に、少子・高齢化
対策や地域安全、環境対策施策等に関連す
るボランティアの養成や団体の設立を支援す
る。

24実施
（25～継続）

【指標（目標値）】
・ボランティア活動に参加している市民の割合（H23：
40.2%⇒H28：50%）
・ボランティアセンターの登録団体数（H22：168団体⇒
H28：185団体）
・ボランティアセンター登録ボランティアサポーター数
（H22：40人⇒H28：62人）

福祉課

（H28年度までの取組み）
・ボランティア活動者の情報登録管理システム
を刷新し、登録カードの作成・配布とボランティ
アセンターへの登録を進めている。平成26年
度より名称を「ボランティア・サポーター」から
「地域福祉サポーター」として委嘱し、役割と
位置付けを明確にした。ボランティア活動者や
ボランティア団体への相談支援及び助言を行
う。ボランティア活動希望者とボランティアによ
る支援を求める方との活動調整を行う。広報
誌「なんとの福祉」でボランティアの情報発信

A
[Ｈ27：A]

【ボランティア活動に参加している市民の割合】
目標値　H28：50％
実績　H23：44.3％→H24：42.3％→H25：43.4％→H26：
47.7％→H27：46.8％→H28:44.3%

【ボランティアセンターの登録団体数】
目標値　H28：185団体
実績　H23：172団体→H24：182団体→H25：179団体→
H26：179団体→H27：179団体→H28：179団体

【地域福祉サポーター数】
目標値　H28：62人
実績　H23：40人→H24：40人→H25：40人→H26：58人→
H27：59人→H28：59人  28地区2名、3地区1名計59名

【ボランティア活動に参加している市民
の割合】
達成率：0％
対H23年度比：100％
前年度比：95％
達成状況等：ボランティア情報の発信
を行ったが市民割合は増えなかった。
【ボランティアセンターの登録団体数】
達成率：54％
対H23年度比：104％
前年度比：100％
達成状況等：引き続き、ボランティアセ
ンターの周知・ボランティア情報の発
信を行う。
【地域福祉サポーター数】
達成率：86％
対H23年度比：148％
前年度比：100％
達成状況等：31地区に1地区あたり、1
名～2名の配置により目標とするが、2
名選出が難しい地区が3地区。

《32》

《33》

《34》
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　市民活動推進の理念や基本的事項を定め
た基本方針に基づき、市民活動の推進に向け
た条件整備を推進する。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・地域づくり事業を行っている自治会数（H22：29自治会
⇒H28：40自治会） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
H23年度より、協働のまちづくりモデル事業の
対象団体の内、高齢化率の高い集落につい
て別枠を設け、補助率を９０％とした。H25年
度からは山間過疎地域振興条例対象地域を
加え、それぞれの補助率を１００％とし、活動
に取り組む自治会を増やした。

A
[Ｈ27：A]

【地域づくり事業を行っている自治会数】
目標値　H28：40自治会
実績　H22：21自治会→H23：28自治会→H24：31自治会
→H25：51自治会→H26：54自治会→H27:70自治会→Ｈ
28：71自治会

【地域づくり事業を行っている自治会
数】
達成率：178％
対H23年度比：254％
前年度比：101％
達成状況等：協働のまちづくりモデル
事業は、地域課題の解決方法としての
認知度が上がっており、まちづくりを考
える団体が取組みを行っている。新規
募集は終了したが、引き続き周知を図
る。

《35》

　地域の活性化や安全対策、環境整備等の
推進にあたっては、自治組織との連携を強化
するとともに、地域づくり交付金を活用した協
働体制を構築する。

25実施
（26～継続）

≪進捗管理項目（実績）≫
・地域づくり交付金の交付金額（H23：31団体／82,755千
円） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
H23年度に住民自治活動推進交付金や、防犯
灯、ごみステーション補助金を統合し、地域づ
くり交付金とした。住民自治組織が主体となっ
て活動できるよう、住民自治のまちづくり教室
などを開催しながら、活動の活性化を図った。

A
[Ｈ27：A]

≪地域づくり交付金の交付金額≫
実績　H23：31団体／82,755千円→H24：31団体／85,978
千円→H25：31団体／85,929千円→H26：31団体／
85,938千円→H27：31団体/85,934千円→Ｈ28：31団体／
85,929千円

≪地域づくり交付金の交付金額≫
対H23年度比：104％
前年度比：100％
≪地域づくり団体数≫
対H23年度比：100％
前年度比：100％
進捗状況等：地域づくり交付金の交付
団体は自治振興会を対象としている。
交付金の使途は、地域の主体的な活
動に充当しており、地域課題を地域で
考える取組みが進んでいる。
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②市民協働による事業の展開

　まちづくり基本条例に基づき、市民協働によ
る市政を推進する。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・協働のまちづくりに取り組んでいる市民の割合（H23：
15.1%⇒H28：50%） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
H24.7にまちづくり基本条例を施行し、市民参
画、情報共有の推進を行った。

A
[Ｈ27：A]

【協働のまちづくりに取り組んでいる市民の割合】
目標値　H28：50％
実績　H23：15.1％→H24：42.5％→H25：40.2％→H26：
47.7％→H27：42.7％→Ｈ28：41.8％

【協働のまちづくりに取り組んでいる市
民の割合】
達成率：77％
対H23年度比：277％
前年度比：98％
達成状況等：まちづくり基本条例の施
行により、市民参画、情報共有の取組
みを進めている。引き続き条例の周知
を図る。

《36》

　地域活性化方策の実施について、市民自ら
の積極的な参画を促し、行政主導から市民協
働による体制に移行する。

25実施
（26～継続）

【指標（目標値）】
・市が取り組んでいる協働事業数（H22：10事業⇒H28：
20事業） 南砺で暮らしません課

（H28年度までの取組み）
協働のまちづくりモデル事業など、市民と行政
が協働で地域課題や社会的課題の解決を図
るための事業を実施した。

A
[Ｈ27：A]

【市が取り組んでいる協働事業数】
目標値　H28：20事業
実績　H22：10事業→H23：10事業→H24：13事業→H25：
17事業→H26：18事業→H27:20事業→Ｈ28:19事業

【市が取り組んでいる協働事業数】
達成率：90％
対H23年度比：190％
前年度比：95％
達成状況等：協働のまちづくりモデル
事業等により、協働事業の取組みを進
めている。今後も、協働事業の種類を
増やし、取組みの増加を図る。

《37》
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第2次南砺市行政改革実施計画の指標について

平成28年度の行政改革目標値を設定している指標の実績及び達成率は以下のとおり。

指標No. 指標
改革番号
改革事項

H23実績
(a)

H28実績
(b)

H28目標
値
（ｃ）

達成率（％）
(b-a)/(c-a)

対H23年度比：
前年度比：
達成状況等：

《1》
公共交通機関を使い
やすいと感じる市民の
割合(％)

2.市内公共交
通体系の連携
強化

47.3 35.9 60.0 -90％

対H23年度比：78％
前年度比：98％
達成状況等：人口の減少（少子化）とマイカーの普及等により、公
共交通機関を利用する機会が少なくなっていると思われる。北陸
新幹線開業の効果も含め、より利便性を高めるため、他の公共
交通との接続性の見直し及び宣伝強化を図る必要がある。

《2》
市立2病院の医師数
(人) 25 26 31 17％

対H23年度比：104％
前年度比：96%
達成状況等：南砺市民病院における臨床研修医の受入れによ
り、医師確保に結びついてきているが、医師の地域偏在などで厳
しい状況が続いている。

《3》
市立2病院の看護、准
看護師数(人) 183 196 207 54％

対H23年度比：107％
前年度比：101%
達成状況等：看護師は定年前の離職が多く目標に達していない。
引き続き計画的な採用に努める。

《4》
スキー場の売却・廃止
数 0 2 5 40％

達成状況等：2スキー場を廃止。3スキー場の譲渡については、第
２次南砺市公用施設再編計画に基づき、確実に実行できるよう
努める。

《5》
温泉・宿泊施設の売
却・廃止数 0 0 9 0％

達成状況等：1施設について国の財産処分許可済みで早期譲渡
に向けて交渉を続けている。補助金返還が必要になる等の理由
により売却・譲渡時期延期をした施設が、8施設ある。

3.病院事業の
見直し

6.公共施設の
再編・統廃合
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指標No. 指標
改革番号
改革事項

H23実績
(a)

H28実績
(b)

H28目標
値
（ｃ）

達成率（％）
(b-a)/(c-a)

対H23年度比：
前年度比：
達成状況等：

《6》
行政サービスの水準
が適正だと思う市民の
割合(％)

8.行政評価制
度の本格運用 68.8 68.7 80 -1％

対H23年度比：100%
前年度比：101%
達成状況等：行政評価や施設再編等の取組などを行ってきた一
方、市民への理解度が伴っていなかった面がある。今後もサービ
ス水準の見直し検討が必要であり、より丁寧な説明が求められて
いる。

《7》 直営バス路線数(路線)
10.バス運行の
民間委託 9 0 0 100％

達成状況等：民間の受け入れ体制が整い、市営バス運行の全て
の路線について民間委託に移行した。

《8》
モニタリング評価結果
が「A」評価以上の施
設の割合(％)

14.モニタリン
グの実施と公
表

84.6 87.8 92 43％

前年度比：94%
達成状況等：H26から評価基準の見直しを行い、チェックシート採
用等、より利用者目線での評価に変更した。今後も、適正なモニ
タリングとサービス向上に努める。

《9》
訪問看護、訪問リハビ
リ利用者数(人/月)

17.地域包括医
療・ケアの推
進

388.4 392.9 460 6％

対H23年度比：101%
前年度比：95%
達成状況等：民間による介護施設やサービス事業所の増などか
ら利用者が減少傾向となっている。今後、住民へのサービス内容
の周知に努めつつ、保健、医療、介護等の連携した市民協働に
よる地域包括ケアシステムの構築を目指す。

《10》
特定保健指導の実施
率(％)

19.母子・成人
保健業務の連
携と人的集約
による機動力
の強化

31.3 65 55 142％

対H23年度比：208％
前年度比：97%
達成状況等：特定保健指導対象者に相談案内の通知をして、相
談予約のない人には、連絡を入れ予約をとることで実施終了率
が増加している。

《11》 保育園数
22.保育園の統
合と民営化の
検討

27 12 12 100％

対H23年度比：44％
前年度比：100％
達成状況等：福光東部かがやき保育園が完成し目標を達成し
た。
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指標No. 指標
改革番号
改革事項

H23実績
(a)

H28実績
(b)

H28目標
値
（ｃ）

達成率（％）
(b-a)/(c-a)

対H23年度比：
前年度比：
達成状況等：

《12》
市から派遣している職
員数(人)

31.団体の自
立・自主性の
促進

5 4 0 20％

対H23年度比：80％
前年度比：57％
達成状況等：市職員の派遣を再検証し適正な支援体制に移行す
る。

《13》
ホームページ閲覧件
数(万件)

34.ホームペー
ジの利便性向
上

111 112 150 3％

対H23年度比：101％
前年度比：122％
達成状況等：情報伝達手段がホームページからツイッター等のＳ
ＮＳへの利用に変わってきている面もある。ホームページのＳＮＳ
連携が構築されており、緊急メールの充実など防災面の情報提
供は強化していく。

《14》
ケーブルテレビ接続率
(％)

35.CATVへの
情報提供 67.6 68.9 70 54％

対H23年度比：102％
前年度比：100％
達成状況等：ＣＡＴＶの特性を活かした魅力的な映像の配信と複
合サービスの展開により接続率は高まりつつあるが、より充実し
た行政情報を発信し、番組内容を充実させたい。

《15》 出前講座メニュー数 39 83 80 107％

対H23年度比：213％
前年度比：104％
達成状況等：講座メニューを増やし、行政情報を発信している。

《16》 出前講座開催回数 40 50 80 25％

対H23年度比：125％
前年度比：100％
達成状況等：講座メニューの増加、PRにより講座申込み数の増
加させていく。

《17》
インターネットを利用し
ている市民の割合(％)

37.インターネッ
トを活用した行
政手続のオン
ライン化の推
進

56.8 78.2 70.0 162％

対H23年度比：138％
前年度比：103％
達成状況等：利用者数はパソコンによるインターネット利用を集
計している。スマートフォンによるインターネット利用も含めると、
今後も増加していくと思われ、行政手続きの電子オンライン化を
進める。

36.出前講座の
充実
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指標No. 指標
改革番号
改革事項

H23実績
(a)

H28実績
(b)

H28目標
値
（ｃ）

達成率（％）
(b-a)/(c-a)

対H23年度比：
前年度比：
達成状況等：

《18》
住基カード・個人番号
カード発行率(％) 58.8 44.3 65.0 -234％

対H23年度比：60%
前年度比：73％
達成状況等：個人番号カードの制度が始まり、当初と状況が異
なってきた。広報、啓蒙用ティッシュ配布等で利用促進の啓蒙に
努めたが、個人番号カードの普及はカードの付加価値により進む
ものと思われ、国の動向にあわせて推進する。

《19》
住基カードを利用した
証明書の交付率(％) 34.5 15.5 41.0 -292％

対H23年度比：45％
前年度比：77％
達成状況等：平成27年4月から福光以外の町部の自動交付機が
廃止となった。個人番号カード交付開始がＨ28年から始まってい
ることからもっとコンビニ交付をＰＲする。

《20》 経常収支比率(％)
41.経常的経費
の削減 78.2 83.0 90.0 108％

対H23年度比：　106％
前年度比：104％
達成状況等：計画策定時は、経常収支比率が大きく上昇してしま
うと予想されていた。市町村では、75％が適正とされており、今後
も経常経費の縮減に努める。
※達成率=H28目標値/H28実績値とした

《21》 実質公債費比率(％)
42.公債費の適
正な管理 12.4 4.7 16.0 340％

対H23年度比：38％
前年度比：77％
達成状況等：計画策定時は、実質公債費比率が上昇してしまうと
予想されていたが、近年比率は減少してきており、当初より改善
している。今後も引き続き繰上償還を実施し適正な比率を維持し
ていく。
※達成率=H28目標値/H28実績値とした

《22》 普通財産保有面積(ha)
45.市有資産の
民間活用促進
と整理譲渡

24.6 27.5 17.5 -41％

対H23年度比： 112%
前年度比： 99%
達成状況等： 公共施設の統廃合に伴う普通財産の増加のため
普通財産保有面積が増加している。
今後も引き続き売却可能資産の売り払い及び譲渡等の処分や貸
付をすすめていく。

《23》 公用車台数(台)
46.庁有車両の
見直し 316 316 300 0％

対H23年度比：100%
前年度比：98%
達成状況等：加入台数には除雪機等も含んでいる。一般車両は
減少しているが作業機械や地域包括医療・ケア局の業務用車両
は増えている。今後については、除雪機や作業用車両は必要に
応じ増加するほか訪問看護職員の増があれば車は増加する。

38.ＩＣカードの
普及と多目的
利用の推進
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指標No. 指標
改革番号
改革事項

H23実績
(a)

H28実績
(b)

H28目標
値
（ｃ）

達成率（％）
(b-a)/(c-a)

対H23年度比：
前年度比：
達成状況等：

《24》
滞納整理による収納
率(％)

47.滞納対策強
化による収納
率の向上

13.89 12.87 20.0 -17％

対H23年度比 ：93％
前年度比 ：112％
達成状況等　 ：過年度滞納（滞納繰越分）の収納率では、現年度
電話催告を実施し、滞納額の繰越を抑え、微増ながらも徴収額
が増収となった。一方、新たな滞納額も発生している。現年度の
未納額を縮減する取組みを強化する。

《25》 水道事業有収率(％) 79.3 76.9 85.0 -42％

対H23年度比：97％
前年度比：96％
達成状況等：老朽管更新や漏水調査により漏水箇所の減少は図
られつつも、大規模な突発漏水等もあり継続的な有収率向上に
至っていない。

《26》 下水道事業有収率(％) 78.2 79.7 85.0 22％

対H23年度比：102％
前年度比：99％
達成状況等：降雨時の流入水量の増加、新たな不明水の流入に
より悪化したので、今後も不明水調査の量的拡充と管補修を実
施する。

《27》 医業収支比率(％) 87.4 87.5 95 1％

対H23年度比：100％
前年度比：104%
達成状況等：市民病院の耐震化施設整備事業に係る資産減耗
費の増等がないことから事業収支はやや改善した。28年度に策
定した新改革プランにより病院事業の見直しを行う。

《28》 職員数(人)

56.定員適正化
計画に基づく
職員定数の適
正化

707 641 647 110％

達成率・進捗率：【第１次計画】H27=110％、【第２次計画】H28は
H32目標に対し17％
達成状況等：H17の848人からH27までに201人削減する第１次定
員適正化計画の目標は達成された。第２次定員適正化計画につ
いても、H28目標値582人に対し、実績576と年度目標を達成して
いる。

《29》
各種行政委員の中の
女性委員の数(人)

75.女性委員登
用の拡大 126 179 153 196％

対H23年度比：142％
達成状況等：まちづくり基本条例の施行により、女性委員の数が
増加している。
※H28実績は調査中のため、H27実績による。

55.公営企業改
革プランの見
直しと執行管
理
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指標No. 指標
改革番号
改革事項

H23実績
(a)

H28実績
(b)

H28目標
値
（ｃ）

達成率（％）
(b-a)/(c-a)

対H23年度比：
前年度比：
達成状況等：

《30》 女性委員の登用率(％)
75.女性委員登
用の拡大 22.1 26.5 40.0 25％

対H23年度比：120％
達成状況等：まちづくり基本条例の施行により、女性委員の数は
増加しているが、率が伸びていない。引き続きまちづくり基本条
例の周知を図る。
※H28実績は調査中のため、H27実績による。

《31》 市内NPO法人数
78.NPO等の設
立及び活動支
援

23 20 30 -43％

対H23年度比：87％
前年度比：91％
達成状況等：平成26年度の23団体から平成27年度は20団体と
なったことから進捗率が伸びていない。引き続き設立・相談窓口
として取組みを進める。

《32》
ボランティア活動に参
加している市民の割合
(％)

44.3 44.3 50 0％

対H23年度比：100％
前年度比：95％
達成状況等：ボランティア情報の発信を行ったが、ボランティア活
動に参加している市民割合は増えなかった。

《33》
ボランティアセンターの
登録団体数 172 179 185 54％

対H23年度比：104％
前年度比：100％
達成状況等：引き続き、ボランティアセンターの周知・ボランティア
情報の発信を行う。

《34》
ボランティアサポー
ター人数 40 59 62 86％

対H23年度比：148％
前年度比：100％
達成状況等：「ボランティアサポーター」から地域福祉の推進も担
う「地域福祉サポーター」に変更し、増員を図った。

《35》
地域づくり事業を行っ
ている自治会数

80.市民団体活
動の支援 28 71 40 358％

対H23年度比：254％
前年度比：101％
達成状況等：協働のまちづくりモデル事業は、地域課題の解決方
法としての認知度が上がっており、まちづくりを考える団体が取組
みを行っている。引き続き周知を図る。

79.ボランティア
団体の設立及
び活動支援
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指標No. 指標
改革番号
改革事項

H23実績
(a)

H28実績
(b)

H28目標
値
（ｃ）

達成率（％）
(b-a)/(c-a)

対H23年度比：
前年度比：
達成状況等：

《36》
協働のまちづくりに取
り組んでいる市民の割
合(％)

82.市民協働体
制の構築 15.1 41.8 50.0 77％

対H23年度比：277％
前年度比：98％
達成状況等：まちづくり基本条例の施行により、市民参画、情報
共有の取組みを進めている。引き続き条例の周知を図る。

《37》
市が取り組んでいる協
働事業数

83.協働による
事業の展開 10 19 20 90％

対H23年度比：190％
前年度比：95％
達成状況等：協働のまちづくりモデル事業等により、協働事業の
取組みを進めている。今後も、協働事業の種類を増やし、取組み
が増加を図る。
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第2次南砺市行政改革実施計画の実施による経費削減等効果額

区分 No 改革事項
削減等効果額
（千円）

取組内容

外郭団体、財政援
助団体の見直し

28 公的支援の見直し 39,128 第三セクターに対する団体運営補助金の削減。

財政の健全化 42 公債費の適正な管理 51,335
10億9677万円の地方債繰上償還の実施したことによる利子負担の
軽減額。

財政の健全化 45
市有資産の民間活用促進と
整理譲渡

61,393 財産の売り払い収入（土地、宅地分譲地、庁用車等売払収入）

定員管理と人件費
の適正化

56
定員適正化計画に基づく職
員定数の適正化

14,882
定員適正化計画（H28～H32）による職員数（H27：578人→H28：576
人）の人件費減額分。

合計 166,738 千円

　平成27年度と比較して平成28年度の取組によって経費削減等効果があった改革事項は以下のとおり。

-59-


